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はじめに－農業データ問題の展開Ｉ 
1．小地域データの問題
アメリカ合衆国において，国において，農業にかんする統計データが体系的に収集さ
れたのは1840年実施の第６回合衆国センサスの一環として行われた農業セ
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ソサスをもって噴矢とする。
それ以来，農業統計は長い間にわたって連邦統計体系の重要な構成部分
をなしてきた。しかし，現在の連邦政府の農業データ体系の基本的な骨格
が形成されるのは，第一次大戦後から1930年代の大恐慌期にかけての農業
統計の拡充期においてであった。
そして，この時期の農業統計の拡充は，経済過程・農業にたし､する連邦
政府の介入の深まりに反映される国家独占資本主義のニューディール農政
が家族農場政策（familyfarmpolicy）の形で推進されてくるのに見合って
｢家族農場」（familyｆａｒｍ）概念を中心にすえたものであったことが特徴で
あった。
すなわちパリティ価格（parityprice)，農場所得(farmincome)，農業バ
ランス・シート（balancesheetofagriculture)，食糧マーケット・バスケッ
ト（marketbasket)，流通経費（marketbill）など現在の農業データ体系又
は計算上の主要概念となっているものはいずれもこの時期に行われた農業
統計の拡充のなかで登場したものであるし，又，これらはいずれも，合衆
国の農業を全体として一つの大家族農場と糸なした集計量（aggregates）に
ついての情報を与えるように設計されたものであった。
そして，これらの諸統計は，その後長い間，農業部門の代表的経済指標
シリーズとして，その地位を定めることになる。いわゆる’伝統的農業デ
ータの体系が形成されたのである。この点については後程Ⅲであらためて
とりあげる。
ところで，第一次大戦後からニューディール期にかげて行われた農業統
計拡充のもう一つの特徴的な側面は地域統計一州段階以下の郡（county）
や郡区（township）レヴェルの小地域データ（smallareadata）の整備の問
題であった。
そしてこの州内小地域別データの収集・開発の業務は，それまで長い間
もっぱら作況調査にもとづく農業推定事業として展開されていた農務省の
作物報告事業の中に州農務部(若干のⅢ|では士地交付大学又は州立農事試験場）
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との間の協力協定をとおしてくゑいれられていったのである。
この協力事業は1917年春に農務省とウィスコンシン州農務部（Wisconsin
DepartmentofAgriculture）との間で正式な協力協定が結ばれたのを出発点
として，ニューディール農政下の諸計画の実施が州内小地域別統計の作成
を必要とするという関係（とくに1933年農業調整法の成立による減反政策のも
とでは面積割当てが小地域統計をかかせないものにした）のもとで1930年代から
1940年代にかけて全国に普及していったのである(1)(2)(3)Ｏ 
注）連邦・ｿ１１．地方協同統計事業の一環としての作物・家畜データ報告事業にふ
れたさいきんの資料紹介として，法政大学日本統計研究所，統計研究参考資料
No.７「アメリカ合衆国における連邦・州・地方の協同統計事業」（1981年４
月）がある。
このように農業統計がニューディール期を経た大拡充によって，それ以
前の作況一収穫高統計を中心としたものから農業部門の総括的経済指標
計算へ拡げられたこと，又，地域統計の整備も進むことによって第二次大
戦下の諸計画の実施が可能になったと言われている(4)。
ところが，今次大戦後1950年代に入って，このような小地域データ整備
の方向に疑問を投げかける見解が表面化してきた。
この見解をもっともたんてきに代弁したのが大統領行政府予算局
(BureauoftheBudget,ExecutiveOHiceofthePresident）であって，農業統
計は全国推定の目的さえ達せられればよいとするのがその立場であった。
これにたいして，ひきつづき地域統計の整備を重視する立場をもっとも
はっきりとりつづけたのがアメリカ農業経済学会（AFEA-AmericanFarm
EconomicAssociation）の中心をなした人々であった。
その主張の主な根拠は，ますます内部の異質性をつよめつつあるアメリ
カ農業の構造を地域的に確認したり分析するためには地域統計が不可欠で
あること。又，それなしには，すでに拡大しつつある農業改良普及事業
（この事業は1914年にほぼ基礎を確立したがその多くは郡別に組織されている）
や，さらに余剰農産物対策としての耕地封鎖銀行（SoilBank）などの新し
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い政府農業計画にも対応しえないということにあった(5)。
このような見解が表明されている一方で，1954年初めに，郡別統計の主
要な源泉であった５年ごとの農業センサスを金のかからないサンプル・セ
ンサスで代替すべきであるという提案が時の商務長官（SinclairWeeks）の
もとに提出された(6)。
注）1954年農業センサスをサンプルで行うという計画は農業センサスが人口セン
サスから分離され，別個に実施されるようになる機会をとらえて提案されたも
のである。この企図はアメリカでは実現しなかったが，日本では1955年の農業
センサスを1/５のサンプル・センサスとして実施することになった。それがア
メリカの動向と直接にどのように結びついていたのか明らかではないが，いま
までの日本の農業センサスの歴史のなかでサンプル調査によって行われたのは
1955年センサス（昭和30年臨時農業基本調査）だけである。その結果は，町村
別など小地域統計作成の点で大きな障害をもたらしたと反省されている。（農
林統計研究会，戦後農林統計史，第３巻，昭和45,183頁）
この案は，結局，議会で否決ざれ実現しなかったが，農業経済学会は地
方データ軽視のこのような動きに対抗して，1954年と1955年の両年の年次
大会において，農業データ問題をつづけてとりあげ地方統計の重要性を強
調することによって答えたのである(7)(8)。さらに，こういう情勢のなか
で，アメリカ農業経済学会は，農業データ問題の現状を総点検するため，
1954年にWalterEbling（農務省ウィスコンシン作物・家畜報告事務所長）を
委員長とする農業データ委員会（AgriculturalDataCommittee）を設置し
た。
このEbling委員会は1957年１月に報告書（AFEA，AgriculturalData
Committee，UnpublishedReporttoUSDAandCensusBureau）をまとめ
た。これは統計利用者の多様なデータ要求を集約して州段階以下の郡や郡
区別の小地域統計作成の必要性の根拠を明らかにしたもので農業データ史
上の重要文献の一つであると評価されている(9)。
注）Eblingは1954年の農業経済学会の報告のなかで「現在，州や地方レベルの
勤務者が農業データの必要性についてたずねられるならば，彼等は，明らかに
要求の承たされていない大きな未開拓分野として，第一に郡レベルのデータ，
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第二に州レベルのデータをあげる」として，その調査結果にもとづき現在の段
階別のデータ要求を郡にかんするしの48.0％，州33.4％，国18.6％であるとし
た'0)。
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2．農業構造の変化とデータ問題
上に述べてきたような地域統計整備の必要性をめぐる攻防が展開されて
いる間に，実は，農業データ体系にとって全く新しい次元でのデータ問題
(DataProblems）が進行していたのである。
それは第二次大戦の結果生じた科学，技術，管理の－大進歩が農業に及
んでくるという過程から必然的に生じた農業における構造的変化の進展で
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あり，それを既成のデータ体系によって反映しうるや，又，そのような農
業変化のうえに立って打ち出される政策展開のためのデータ要求に既成の
データ体系はこたえうるのかという基本問題であった。
アメリカ農業経済学会は，このような事態の推移が含むことの重大性を
察知して，1958年に前述の農業データ委員会（委員長はWEbling）の下
に，とくに「研究上の農業データ要求にかんする小委員会｣(Subcommittee
onagricu1turaldataneedsforresearch）を設けて，研究者が研究上直面し
ているデータ体系の問題点の所在を検討することにしたのである。
そして，この小委員会の最初の提言的報告が，1959年の農業経済学会年
次大会においてPhilipM・Ｒａｕｐ（ミネソタ大学教授）によって行われた。
Ｒａｕｐは，この報告のなかで従来の地域データをめぐる論争問題にもふ
れて，地域データ（Localdata)排除の方向は諸問題の考え方に中央集権的
影響を浸透させることによって地方の責任を弱めることになるとして鋭い
批判を加えている。しかしデータ問題にかんする彼の報告の全体の重心は
明らかに農業構造の変化にかかわる新しい局面の問題に移行している。
彼は論議の焦点を，現在アメリカ農業において進行中の，あるいは進行
が予想される構造的変化の特質と，それによってもたらされる研究上のデ
ータ要求にあてたのである。
そして，彼の報告は農業の構造変化と統計の対応というテーマをめぐっ
て，その後農業経済学界や連邦統計機関や統計利用者の間で広く大きな論
議をまきおこしてゆくデータ問題の問題提起者としての役割を果したので
ある。
彼は言う。
「'１農業とは何か〃という問いにたいして簡明な答えを与えることはいよ
いよむずかしくなってきた。
農業における農場の概念は，現行の統計が報告する形ではいかに不鮮明
になっているか，又，分析上の有効性を失ないつつあるかという点につい
てはすでに見てきた。又，農業にかんする所有単位のデータは，たんに不
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鮮明というようなものではなく，それらは存在しないにもひとしいもので
あることも見てきた。
もっとはっきり言えば，’１農業〃という全体的概念は特性を失ないつつ
ある。
農業に生産資材を供給する業務は農場という単位体から切り離されつつ
あり，ますます農場外の事業活動と糸なされるようになっている。
かつては農業の一部であった加工，輸送，処理，その他の機能も農業の
領域外となり農外部門によって管理されている。
我々は食糧・繊維生産物という必需品の供給と分配にむけられている経
済活動全体の範囲についてきわめてあいまいな観念しかもっていない｣(1)
上の引用からも明らかなように，Ｒａｕｐ報告のポイントは，生産資材の
供給〆生産物の加工，輸送，処理など，かつては農場活動に属していた多
くの機能が農場から分離されてゆくのに伴って，伝統的な家族農場概念に
立脚している従来のデータ体系は現実分析の武器としての有効性を失って
くるという点にある。
この問題提起は，ひきつづき，その後，農業経済学界，政府統計機関な
ど広い範囲にわたって関心と波紋をひろげてゆくことになるのである。
注）農場から生産，加工，販売などの諸機能が漸次，農業関連企業へ移行してゆ
く結果として「agriculture（農業）は，ずっと前にｉａｒｍ（農場経営）だけで
はなくなった」〔agriculturelongagoceasedtobejustfarms〕(2)と言われ
る。
こうして，アメリカでは，近年，伝来の農業経営（farming）に加えて農業
生産資材供給，農産物加工などいわゆる農業関連産業部門を含めて，広い意味
でagricultureと呼ぶ使用法が一般化している。このぱあいfarｍｅｒがｆａｒｍ
で行うｆａｒｍingはagricultureの中のsubsectorとして位置づけられること
になる。
アメリカ農業経済学会が1968年に，AmericanＦαγ加EconomicsAssocia‐
ｔｉｏｎ(ＡFEA)からAmericanAgγjc"〃"γα/EconomicsAssociation(ＡＡＥＡ）
へ名称変更を行なったのも上のような経緯を反映したものと思われる。
又，あとでふれる農業パランスシートの統計は，逆に1969年以降，従来の
BalancesheetofAgγｊｃ""z`γＣという名称をBalancesheetoftheﾉﾋﾞZγ〃"９
８６アメリカ農業の構造変化と統計体系再編の方向
ｓｃｃｍγに変更することによって，agricultureの中のsubsectorとしての
ｆａｒｍingの位置づけを明確にしている。
このような関心のひろまりのなかで，アメリカ農業経済学会（AAEA）
は，現行の農業データ体系のかかえる問題点を再点検して学会にたいして
適切な勧告を行うという任務をもつ経済統計委員会（AAEA,Committeeon
EconomicStatistics）を1969年に発足させた。
注）ＡＡＥＡ経済統計委員会は農業の構造変化に対応するデータ体系再編の問題
について，主としてその理論面において指導的役割を演じている。その発足時
のメンバーは次の５氏（所属は当時）である。
ＪａｍｅｓＴ,Bonne、（委員長）ミシガン州立大学
JamesHildreth 農業事業団（FarmFoundation）
GeorgeJudge イリノイ大学
GeorgeTolleyシカゴ大学
HarryTrelogan 農務省統計報告局（SRS）
発足時の委員長は上記のとおりJamesBonnen（MichiganStateUniversity）
であったが，その後，JamesHildreth（FarmFoundation),LutherTweeten
（OklahomaStateUniversity)，BruceGardner（TexasA＆MUniversity） 
が順次，委員長をつとめ，現在（1981）はRichardPerrin（NorthCarOlina
StateUniversity）が委員長である。
そして，1972年の農業経済学会の年次大会において同委員会の検討結果
にもとづく最初の報告が行われた。
その報告「わが陳腐化したデータ体系：新しい方向と好機｣(3）は現代の
農業統計にかんする大胆な告発状とも言うべきものであって，その客観的
な現実認識と告白の卒直さが各方面から高い評価を受けたのである。
この報告の主旨は「年月の経過とともに農業と農村生活は根本的な構造
変化をあらわしてきている。この結果，われわれのデータ体系の基礎にあ
る理論的概念は漸次，陳腐化している｣(4)という認識によってデータ体系
の概念的基礎の問題に集中的に光をあてた点がまず注目される点である。
そして，家族農場という農業データ体系の概念的基礎がくずれつつある
(conceptualfoundationofthesystemiscrumbling)(5)のに，新しい農業構
造を反映した新しい理論的基準をいまだに構築しえないままでいるところ
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にデータ体系の危機があるという。
報告では「農業（agriculture）が農場（farm）と農民（farmer）とだけか
ら構成されるといういかなる含意をも避けるため’１食糧・繊維産業〃(food
andfiberindustry）という言葉を使用する｣(6)としている。
その大すじは13年前にＲａｕｐが報告したもの〔農業の構造変化と研究上
のデータ要求-1959年農業経済学会報告〕と基本的に同趣旨である。こ
の点でもＲａｕｐ報告における問題提起の先見性に注目してよい。
1972年のアメリカ農業経済学会年次大会のさいにも経済統計委員会報告
にたいする討論者として登場したEdgarSDunn,Ｊｒ.（未来資源研究所，
主任研究員）は，後に，自らの著書の中でこの報告について，つぎのよう
に高い評価を与えている。
「この報告のもっとも驚くぺぎ点は，我々のデータ体系が陳腐化しつつ
あるという委員会の卒直な認識であり，Ⅱ我々が考えた以上に問題は大き
い〃という委員会の告白である。私の知るかぎり，統計の改革の問題を考
察しているどの専門家グループでも，これほどまでに明確に本質問題の基
本的側面に光をあてたものはない｣(7)と。
要するに，アメリカ農業経済学会経済統計委員会をその主要な推進役と
してすすめられている農業データ体系の総点検と，それにもとづくデータ
体系の改革・再編問題への取組みについて，注目される点は，まず農業の
構造変化による既成の統計体系の理論的概念的基礎の崩壊という認識を共
通の土台に据えているという点である。
すなわち，現実が変化してしまったのに，統計の基礎には，いぜん旧い
現実を反映した理論的概念が据えられたままであるというのが基本的認識
となっている（Theworldhaschangedandtheconcepｔｈａｓｎｏｔ)(8)。
したがって，その概念をいかに巧みに操作化して量定概念＝統計の定義
に転換しても，又，それにもとづいていかに精密な測定を行っても，さら
にまた，その結果にいかに複雑な統計処理技術を適用してみても，理論的
概念のレヴェルでの不首尾は償ないえない。したがって，そのような統計
ロ
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体系は現実分析の有効な武器とはなりえない。以上が経済統計委員会の告
白の大すじである。
ここで問題の根本をなす視角は，我々の言う「統計の信頼性の批判」の
それである。
注）「統計の信頼性の批判」の問題は，たんに対象の経済理論的規定を与えられ
たものとしたうえで，それの量定概念への転化過程の合理性の吟味の問題に局
限されてはならない。
現実の社会集団現象の概念的把握の過程すなわち，理論的慨念じたいの現実
反映性という観点からの検討までをも当然含むものとするべきである。
理論的慨念じたいの検討を統計の信頼性の批判の問題の枠外におくならば’
経済学者と統計家の悪しき分業化が合理化ざれ統計利用の形式主義化の進行を
許すことになろう。
この経済統計委員会報告において力点が置かれているもう一つの点は，
上に述べたような統計の信頼性の批判にこたえるべき経済学者の責任につ
いての反省である。
すなわち，同報告は言う。
「今日，大部分の経済学者は，データ収集の基礎をなす概念を定式化した
り選択したりする問題は統計家の責任だと思っている」一方，統計家は量
定化された概念について「Ⅱ何が測定されるべきか〃という問題について
は正確に知っている」こうして「我々は，これら二つの状況の割れ目に落
ちこんでいる」(9)と。
こうした状況のなかで，統計の基礎をなす理論的概念の問題が現実から
かけ離れるまま長い間にわたって放置されてきたのだとされる。
一体，データ収集の基礎をなす理論的概念の定式化（現実の概念化）の問
題，さらに，これの量定概念への転換の問題は誰の責任なのか。
言うまでもなく，基本的に経済学者の責任であると言わねばならない。
それにも拘らず，今日の経済学者の多くは，データの設計と収集の問題を
下積永の骨折仕事だと思っており，自らは二次的データを使って不毛のゲ
ームをやっている。
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１９７２年の経済統計委員会報告（および，その後の1975年の農業経済学会にお
けるBonne、報告(10)）は，およそ以上のように述べて，経済学者のデータ
体系にかんする関心の欠如，その概念的基礎の軽視の傾向にたいして重大
な警告を発するとともに，この点にかんする経済学者の責任を問い質し，
その奮起をうながしているのである。
農務省経済調査局（ERS）で長い間，農業統計の分析に関与してきた
ＭＬ・Upchurch(現在フロリダ大学教授）もつぎのように述べている。
「統計的サンプリング，データ収集，加工，分析における専門化の増大と
ともに，データ収集と経済分析の制度的，知的分離がとりわけ1950年代の
初めから拡大してきた。
これがデータ体系の設計にかんする経済学者と統計家の相互依存の意識
を弱めてきた｣('1)と。
農業経済学会は，ひきつづきその後の年次大会においても積極的にデー
タ問題をとりあげている。
すなわち，1974年大会では，農務省ＥＲＳの研究者によって，農業関連
産業を含めた新しい農業経済の概念の提起とその勘定体系の試論的探究が
行われている('2)。
さらに1975年大会では，経済統計委員会の初代委員長であったBonnen
によって，とくに農業経済の研究，分析の方法過程との全体関連のもとで
のデータ体系の問題に重点をおいた報告が行われている。
そこでBonnenは「我々が失敗しているのはデータの測定法ではなく
てデータの基礎をなす概念の不適性の問題である」（すなわち，問題は，統
計作成の技術的過程にあるのではなくて理論的過程にある，とくに，現実の概念的
把握にかかわる）という1972年の経済統計委員会の認識を再確認したうえ
で，農業経済の分析と研究の過程にデータ問題がどのようにかかわるのか
を論じつつ農業統計の基礎におかれている伝来の「家族農場」概念の陳腐
化の問題に批判を集中している('3)。
ところで一方では，以上，ゑてきたような農業経済学会での農業データ
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問題をめぐる論議の展開を受けて，主要なデータ・シリーズについて具体
的な改革をすすめるため，農業経済学会経済統計委員会と農務省ＥSCS
(後の注を承よ）との共同研究作業の体制がくまれ，又，これらの成果を取
入れて改訂された統計報告書も，すでにいくつか刊行されはじめている。
注）（１）この系列に属する報告書で，いままでに筆者が入手し目を通すことがで
きた主なものをあげれば以下のとおりである．
AmericanAgriculturalEconomicsAssociationandtheU・SDepartment
ofAgriculture・
ＲｅｐｏｒｔｏｆＴａｓｋＦｏｒｃｅｏｎＦａｒｍｌｎｃｏｍｅＥstimates，Jan1975. 
ReviewandEvaluationofPriceSpreadDataforFoods，Jan、1976.
ProceedingsofWorkshoponAgriculturalandRaralData，SeriesA 
andSeriesB，Ｍａｙ1977. 
MeasurementofUS・AgriculturalProductivity､AReviewofCurrent
StatisticsandProposalsforChange，Febl980． 
Ｕ､SDepartmentofAgriculture，EconomicsandStatisticsService， 
StatisticalBulletinNo、６５０，
EconomiclndicatoroftheFarmSectｏｒ：IncomeandBalanceSheet 
Statistics，1979,ＤｅＱ１980. 
－－，StatisticalBulletinNo、６５，
EconomiclndicatoroftheFarmSectｏｒ：ProductionandEHiciency 
Statistics，1979,Febl981．， 
StatisticalBulletinNo，６６１， 
EconomiclndicatorsoftheFarmSector：StatelncomeandBalance 
SheetStatistics，1979,Marchl981． 
（２）農業データ体系改革の方向を示す文献として1980年代の連邦統計改革の枠
組承を示した連邦統計政策基準局（OH1ceofFederalStatisticalPolicyand
Standards）刊行の“AFrameworkfOrPlanningU.Ｓ・FederalStatistics
fOrthel980's”issuedjulyl978（1980年代合衆国連邦統計計画のフレー
ムワーク）に注目する必要がある。
本書は，連邦統計制度全般が当面している諸問題を，その制度，機構の面
から，又，各分野別統計の内包する具体的な問題点と議論の到達点，それ
9１ 
に，全分野を貫通する共通の論点について総括したものである。その検討作
業は数ヶ年の期間にわたっており，その結果は政府統計機関内部の動向の承
ならず学界での問題提起の方向をも反映しているものであって，連邦統計制
度の現状と問題点，さらに改革の方向について包括的な情報を与えている。
このうちの農業統計の章は農業経済学会経済統計委員会と農務省ＥSCS
との共同研究の成果を反l決して農業の構造変化の方向に対応すべき農業統計
再編の方向が提起されている。連邦政府がどのような方向で統計改革を構想
しているのかを知りうる重要文献と言ってよい。（以下本書からの引用は
“Framework，，とする）
（３）1977年12月に行われた農務省の機構改革によってそれ以前の統計報告局
（SRS)，経済調査局（ERS)，農業協同組合局（FCS)，経済管理援助センタ
ー（EMSC）が統合され，経済・統計・協同組合局（ESCS）という巨大な
局が誕生し，ここが農業統計の収集・分析・公表を担当していた。しかし，
1980年９月には再び改組が行われ農業協同組合局が独立したため，その後は
経済・統計局（EconomicsandStatisticsService-ESS）が統計の収集．
分析・公表の業務に責任を負ってきた。ところが1981年７月には再度ＥＳＳ
がＥＲＳとＳＲＳに分割ざれ完全に３年前の機構に戻っている。アメリカで
も各省内部の機構いぢりはこのようにしばしば行われる。とくに今回の農務
省のＥＳＳ改組など全く，朝令暮改の感があるが，農業統計の収集・分析業
務の担当所管がその都度あちこちに変更されているわけではない。農務省の
調査と統計と経済研究の中心的機関として1922年に農業経済局（Bureauof
AgriculturalEconomics）が設置（1922～1953）され，これが戦後恐慌と
ニューディール農政のなかで農業統計の大幅な拡充と改善の担い手となって
きたのだが，そのなかで，各州におかれる出先機関（作物・家畜報告事務
所）を通して主要な第一次データを収集し，これらのデータをもとに分析と
研究を行ない，又，各種の経済統計指標を作成するという業務の態勢が固っ
てきたのである。その後度々行われた機構の改変や機関の名称変更にも拘ら
ず，その伝統的業務態勢にはさほどの変化はない。（農務省ＥＳＳの機構と業
務内容の説明については次の資料がある。EconomicsandStatistics，Pro‐
gramResultsandPlans，1980,ＥＳＳ－３ＵＳＤＡ,Decl980.） 
以下，本稿では，これまでその大すじをゑてきた農業データ問題展開の
歴史的経緯のうえに立って，とくに，1960年代以降あらわになってきたア
メリカ農業構造変化の太い筋を追いながら，これが農業データ体系にどの
ようなインパクトを与え，それによって伝統的農業データシリーズが現実
９２アメリカ農業の構造変化と統計体系再編の方向
反映性のうえでどのように陳腐化したとされるのか，そして，このような
データ体系の「危機」をどのような方向をめざす改革によって打開しよう
としているのか，そのさい，この改革・再編の方向はどのような問題をは
らんでいるのか，これらの問題点を順次追求してゆこうと思う。追求され
る論点は，いずれも社会科学研究における統計利用の諸問題にかかわる。
（１）Raup，PhilipM.，“StructuralChangesinAgricultureandResearch 
DataNeeds'，，ノo"γ"αノ〃Ｆαγ腕ＥＣＯ"o〃Cs，４１，Dec，1959,ｐ、1488.
（２）Bonnen,ＪａｍｅｓＴ.，“ImprovinglnformationonAgricultureandRural 
Life''，Ａ柳eγｊｃａ〃ノ0"γ"αノＱ/・Ａｇγ/c"〃"γαノＥＣＯ"o伽Cs，５７，Dec､1975,
ｐ､７５５． 
（３）ＴｈｅＡＡＥＡＣｏｍｍｉｔｔｅｅｏnEconomicStatistics，“OurObsoleteData 
Systems：NewDirectionsandOpportunities'，，Ａ籾cγｊｃａ〃ノ0”"αノ〃
ＡｇγiczcﾉﾉzcγαノＥＣＯ〃0伽jcs，５４，Decl972，ｐｐ、867-880．
なお上記報告は連邦統計政策基準局発行の月刊誌“StatisticalReporter'，
の1972年10月号にも掲載されている。
（４）Ｉｂｉｄ，ｐ､８６８． 
（５）〃〃.，ｐ､８６７．
（６）Ｚ6Ｍ.，fOotnote,ｐ､８６８． 
（７）Dunn，ＥｄｇａｒＳ，血，SociallnlormationProcessingandStatistical
Systems-ChangeandRefOrm，1974,ｐ135. 
（８）Bonnen,０P.ｃが.，ｐ､７５４．
（９）ＴｈｅＡＡＥＡＣｏｍｍｉｔｔｅｅｏｎＥｃｏｎｏｍｉｃＳｔａｔistics,０P.ｃが.，ｐ､867．
（10）Bonnen,０力.ｃ〃.，pp754-755．
（11）Upchurch,ＭＬ.，“DevelopmentinAgriculturalEconomicData，'，A 
SurveyofAgriculturalEconomicsLiterature，ＶＯＬ２，LRMartin， 
Editor，1977,ｐ、306．
（12）Carlin,ＴｈｏｍａｓＡ，ａｎｄＣ.Ｒ､Handy,“ConceptsoftheAgricultural 
EconomyandEconomicAccountin９，，Ａ加”ｊｃａ〃ノo”"αノ〃Ａｇγjczc〃
〃γαノECO〃o”/Cs，５６，Dec、1974,pp964-988．
（13）Bonne､,ｏＰ.ｃﾉﾉ.，pp753-763． 
Ｉアメリカ農業の構造変化
1．農業の契約生産と垂直的統合の拡大
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1960年代を経過して，いよいよその方向を明瞭にしてきたアメリカ農業
変貌の特徴は，一般に広く指摘されているところによれば以下の点にあら
われている。
第一は,農場数がかなりのテンポでひきつづき減少していることである。
農場の年減少率は，1960年代の前半3.0％，後半２．７％，1970年代前半
1.9％，後半１．２％となる。
注）農業センサスの結果によって農場数の推移を厳密にたしかめることは，農場
の定義の変更やざいきんの対人面接方式から郵送方式への調査方法の変更（詳
しくは後述Ⅲの農業センサスの項を承よ）などによってかなり難しい。しか
し，1974年農業センサス報告書（ＶＯＬⅡ，Ｐａｒｔｌ）には定義の変更によって除
外されることになった農場数が計算されている。
又,センサス局発行のざいきんのDataUserNews（Nov､1980）には，１９７４
と1978のセンサス農場数について比較できるように調整した数字が公表されて
いる。
そこでこれらの数字をもとにして1959年以降1978年までの農場数の推移を示
しておく。次の二つの表がこれである。
（ａ表）1959～1974の農場数の推移
雛三鱸裏定|最ケ霧間墨|墨ケ霧間菫|年減少率
％ ％ 1959 
1964 
1969 
1974 
3,710,503 
3,157,857 
2,730,250 
2,466,123 
－２．９８ 
－２．７０ 
－１．９２ 
－５５２，６４６ 
－４２７，６０７ 
－２６４，１２７ 
－１４．９ 
－１３．５ 
－９．６ 
1974CensusofAgriculture,ＶｏＬｍＰａｒｔｌ，ｐ､２３より作成
（ｂ表）1974～1978の農場数の推移
|繩間墨|年減蝉
一一一一一
｜％'-,,5％ 
４ケ年間の
減少数農場数
1974 
1978 
2,599,601 
2,479,866 －１１９，７３５１－４．６ 
Ｕ・SDepartmentofCommerce，BureauofCensus，Ｄａｔａ
ＵｓｅｒＮｅｗｓ，‘`PreliminaryReportsshowFarInTrends''， 
ＶＯＬ１５，Ｎｏ．１１，Nov，1980,Ｐ２． 
後述Ⅲの農業センサスの項で詳しく検討するが1974年にはセンサス農場の定義
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が大きく変更されている。
（ａ表)は1959年の定義によった場合の1974年までの農場数の推移を示したも
のである。
又，上記ＤａｔａＵｓｅｒＮｅｗｓによると1974と1978は農場の定義においては同
一であっても，1978年の結果は郵送リストの改善とサンプル地域における直接
訪問調査による補足とによって小規模農場のカヴァリッジが上昇しているの
で，この点で過小推定となっている1974の公表数字（約11％の過小推定）とは
直接に比較できないという。公表数字のままだと1978年（2,479,866）は１９７４
年（2,314,013）とくらべて農場数が増大していることになる。
そこで,センサス当局は,1974センサスの公表数字の過小推定を調整して1978
年数字と比較できるように訂正した数字を公表している｡（ｂ)表がこれである。
以上の修正方法に問題がないわけではないが細かい詮索はこのていどにし
て，センサス当局の修正農場数をもとに計算して承ると，年減少率は1960年代
前半3.0％，後半2.7％，1970年代前半1.9％，後半1.2％となって1970年代に入
って減少率はかなり落ちてきている。
この背景には1970年代の一般経済不況のふかまりや1970年代前半とくに1972
年以降の世界農産物需給の異常逼迫による穀物価格の大巾上昇などが脱農化の
テンポを抑えたという事情があるものとゑてよい。
図１農場数と平均農場規模一方，１農場あたり
宛行万エーヵーヱイ凸担踏ﾊｾﾅ.＋楯丙悪エー刀一平均規模の拡大傾向が60Ｏ 
著しい。１農場あたり
500 平均規模Iま,1960年297
エーカー，1965年340
400 
エーカー，1970年374
エーカー，1975年391300 
ｴｰｶｰ,1978年401
200エーカー（以上いずれも
１９５９センサスの農場定義
100 
による）となる(1)。
０ 図１によれI玉，農場
ｓｂｙＹｅａｒ数の減少と’農場あた
３． り平均規模の拡大のあ
６ 
５ 
４ 
３ 
２ 
１ 
０ 
１９５０１９６０１９７０１９７４１９８０ 
ＵＳＤＡ，ＥＳＳ，Fewer，LargerU・SFarmsbyYear
2000-andSomeConsequences，1980,Ｐ３．
表１農産物販売額階層別の農場数と農業収入
へ
、
農産物販諦
階層別配分（％）農㈱書]粗｡鮎|現衾鯰， 農場数｜粗収入｜現金収入
11701197511978119701197511978119701197511978119701197511978111701197511978119701197511978 
凱似|溌川Ｉ2,500ドル未満2,500～5,000 5,000～１万１～２万 ９１２６ ● ● ● ● ０１２４ 
重;:;:'二二J菫1;::ｌｌｌ１''二(:|菫;『榊;|;:三に;に:｣:i三二'二：２～４万４～１０万 326 178 
|i:二に；に:|;iL:::;'二$菱;!:二に:に;に:::'二三N::■;::に:､;;：１０～２０万20万ドル以上
…川…'５M|,Ml1Ml洲|,MLMlmMlMDlⅢOlmMlmOolmoOlmOlmMI1Ⅲ計
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農場数は1959センサス定義による（注を糸よ） ＠ｍ 
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しどりが対照的に明示されている。
そのうえ，生産の専門化が一層進展するとともに資本集約化の傾向も強
まっている。
上述の動きから少数の大規模農場による生産の集積の進行が容易に子ijUl
されよう。
第二は，生産資材の購入と41三産物の販売の両面で，又，所得源泉として
の農外就業の面で農外部門への依存が格段に強まっていることである。
この点にかんして，とくにつぎの二つの面での動きが注目される。すな
わち，農民層の一方の極に小規模農場を中心として兼業農業じたいを本来
の目的とした半プロレタリア層の滞留的性格のつよまりがふられること，
そして，他方の極に大規模農場を中心として農業関連独占企業による各種
の契約や直接所有など多様な形態を通ずる農場生産の統合化の動きが目立
ってきていることである。
以上，ざいきんのアメリカ農業変貌の特徴について要約的にふれたにと
どまるが，ひきつづき特徴的な局面をとり出してゆくことにしよう。まず，
農産物販売額により区分した農場数，マーケット・シェアの推移にかんす
る農務省の推定資料を掲げる。（表，）
注）農場数の時系列比較は，前にも述べたように，農業センサスによる場合で
も農場定義の変更や調査方法の変更などによってげん承つには困難である。
さらにセンサス結果と農務省推定数字との間には大きなくいちがいがある。
農場数の年次別統計は，一般に，センサス年次については農業センサスの結
果から，センサス間の年次については農務省の独自の推定数字から構成されて
いる。
農務省の推定は，作物・家畜報告事務所をつうずる面積・家畜調査，主とし
て中西部のいくつかのの州で行われる毎年の農場センサス（StateAssessors’
FarmCensus)，農業安定保全事業の記録，その他種含の照合データによる変
動の傾向や徴候にもとづいて行われる。
そして新しいセンサス数字が公表されるたびに過去５年間の推定数字の修正
が行われることになっている。
それにも拘らず，センサス結果と農務省推定数字の間には，同じ農場定義に
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よる場合でもかなり大きなくいちがいがある。
農務省の推定数字は，つねにセンサス結果を上回っている。とくに小規模農
場（販売額２万ドル未満）において農務省数字は多めにでている。
（農務省による農場数の推定の方法についてはScopeandMethodsofthe
StatisticalReportingService，ＵＳＤＡ，ＳＲＳ，1975,ｐｐ、127-128.および
HistoricalStatisticsoftheU.Ｓ，ColonialTimestol970,Ｐａｒｔｌ，ｐ４５０． 
を見よ）
1978年についてふると，農場総数267万のうち約180万が販売額２万ド
ル未満であるのにたいして，１８万7,000の農場が販売額10万ドル以上，そ
して，その１/3が販売額20万ドル以上となっている。
又，販売額10万ドル以上層は，農場数では全体のわずかに７％ほどであ
るのに，マーケットシェアでは56％を占める。
一方，販売額２万ドル以下の小規模農場は数では66％であるのにマーケ
ットシェアではわずかに９％を占めるにすぎない。
1970年以降の推移をふれば，農場数の割合は，販売額２万ドルを境にし
て，それ以下の層では減少傾向がひきつづいている。
又，２万ドル以下層のマーケットシェアの縮少傾向が顕著である。
一方，１０万ドル以上層はマーケットシェアの拡大が著しい。
階層区分については，あとで(Ｖ)1974年センサスのデータによって検討
するが，農産物販売額10万ドル以上の大規模農場は雇用労働の使用状況か
らゑて富農層とゑてよいものである（同様に雇用労働使用状況からゑて資本家
的経営と承られるのは農産物販売額50万ドル以上である)。
一方，農産物販売額２万ドル以下の小規模農場は総所得のうち農外所得
（主として労賃・俸給）が過半を占めるという意味で貧農・半プロ層とゑ
てよいものである。
注）アメリカ農務省では，しばしば小規模農場に特別に注目した研究を行ってい
る。ざいきんでは小規模農場として農産物販売額２万ドル以下の農場をとりあ
げるのが一般的となっている。1977年食糧・農業法Ｍ、規模農場をこのような
基準で規定している(2)(3)。
したがって農産物販売額２～10万ドル層が中規模農場(中農層)となる。
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ところで，農産物販売額区分によって一定期間にわたる大規模農場への生
産の集積を示すためには，農産物価格の上昇を考慮して販売額区分の境界
に修正を加えることが必要である。
そこでざいきんの農務省の分析報告書(4)から，農産物価格の変動をやや
大雑把な方法によってではあるが調整した販売階層別のデータを借用し
て，大規模農場への生産の集中の状況を示しておこう。（表２）
表２販売階層別農場数
農場数（万）
販売階層区分
1978 1960 1966 
(当年価格）
千ドル
Ｏ～１０ 
０～１０ 
０～２０ 
１０～２０ 
１０～２０ 
２０～４０ 
２０～４０ 
２０～４０ 
４０～１００ 
４０～１００ 
４０～１００ 
１００～２００ 
１００以上
１００” 
２００〃
(1978年価格）
千ドル
Ｏ～２２ 
０～２０ 
０～２０ 
２２～４４ 
２０～４０ 
２０～４０ 
４４～８８ 
４０～７９ 
４０～１００ 
８８～２２１ 
７９～１９８ 
１００～２００ 
２２１以上
１９８〃
２００〃
312.0 
230.0 
190.0 
50.0 
54.0 
25.3 
22.7 
30.4 
39.0 
9.0 
1４．３ 
1２．４ 
2.3 
4.3 
6.3 
267.2 計 396.3 325.7 
Schertz，“AnotherRevolutioninU､ＳＦａｒｍｉｎｇ？'，ｐ、１７．
この表は，農民受取価格が1960～78年の問に121％増，1966～78年の間
に２倍(98％増)になっているところから，この変動率によって販売階層区
分の境界を調整して示したものである。
たとえば，1960年の販売額２万ドルは1978年価格水準に修正すれば44千
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ドル，1966年の２万ドルは1978年価格では４万ドルに読糸替えられるわけ
である。
これによれば，農場総数の減少傾向のなかで大規模農場への生産と販売
の集中の傾向が示されていると言ってよい。
さらにもう一つのデータ，すなわち，農務省ＥSCSが上院委員会の求
めに応じて作成した上位５万の最大規模農場（これは資本家的経営と富農か
ら成るとゑてよい）のマーケット・シェアの推移を示す数字を掲げると表３
のとおりである。
表３上位５万農場の農場数とマーケットシェア
1960 1967 1977 
％ ％ ％ 
農場数の割合
マーケットシェア
1.3 
23.0 
1.6 
30.0 
1.9 
36.0 
Ｉｂｊｄ.，ｐ18． 
これによれば，上位５万農場のマーケット・シェアは明らかに拡大傾向
をたどっている。このデータは大規模農場への生産と販売の集中傾向を価
格変動の影響を捨象して示しているものと言ってよい。
ところで，アメリカ農業の近年の構造的変化を主導している特徴的な局
面として注目されている点は，特定の経営部門（たとえばブロイラー，肥
育牛，加工野菜などの部門）では今やきわめて明瞭な方向となっていると
ころなのであるが，生産者にとっては，生産資材の入手と技術援助の保証，
価格安定，融資，市場販路の確保などの理由から，又，関連企業にとって
は，生産資材の販売市場確保，農産加工や販売の要件に適合的な生産物の
獲得，そして設備と労働者のより効率的利用のための生産物の計画的入手
などの理由から，農業関連企業による農場生産の統合の動きが各種の形態
で進んでいることである。
そして，これら農業部門のなかでは生産の専門化と集積をすすめ，マー
ケット・シェア拡大の担い手となっている大規模商品生産農場において，
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とくに，統合体制への組入れの方向が強まっている。
この方向は，かつては農場で経営者とその家族によって行われていた各
種生産資材の供給，生産物の加工，販売などの多様な経営活動が漸次農場
から切り離され農外の企業に移されてゆくという過程にほかならず，した
がって「農場単位を従来明瞭に限界づけていた経済的境界が浸食されはっ
きりしなくなる｣(5)ことでもある。
農業生産の専門化が又，この過程を促進する役割を果してきた。
農務省の生産および販売関係の多数の専門家の情報をもとに推定された
数字によると1970年の合衆国の全農業生産額のうち約22％が各種の契約又
は直接的統合の体制のもとで生産されたとしている(6)。
この割合自体はそれほど大きなものではないが，商品部門の間では著し
く大きな相違がある。
畜産と耕種の二大部門に分けてみれば，前者が36％，後者が14％とな
る。さらにこの割合の高い商品生産部門は，耕種のなかでは，てんさい，
さとうきび100％，加工野菜95％，柑橘類85％となる。
又，畜産のなかでは，牛乳98％，ブロイラー９７％，七面鳥54％，鶏卵
40％，肥育牛22％となっている(7)。
その後，この割合が一層高まっていることは確実であろう。
近年のアメリカ農業構造変化の重要な側面を担っているのは畜産部門の
急激な変化である。とりわけ肉牛生産におけるざいきん30年ほどの間に生
じている変化はきわめてドラスチックなものである。
この変化は牛肥育における小規模な農民的肥育業（smallfarmer-feeder
operations）の排除と大規模な商業的肥育場（large-scalecommercialfeedlots）
への生産の急速な集中というかたちであらわれている。
牛の肥育は，1960年以前には，主としてコーソベルトに立地し，自らの
農場の飼料穀物生産と結びつけた家族労働力による小規模な農民的肥育業
者（収容能力ほぼ1,000頭限度）によって支配されていたが，現在では，
その主力は主として南平原に立地し経営，管理，販売に工業的処理方法を
１０１ 
適用する雇用労働力依存の資本家的肥育場へと変貌してしまつﾌﾟ(二。
いま，収容能力別の肥育農場数および販売肥育牛頭数についてざいきん
の推移を示すと表４のとおりである。
これによれば現在では，数では２，０００足らずの１，０００頭以上の大規模肥
育場が販売肥育牛の２/3以上を生産し，１３万以上の農民的肥育場が販売肥
育牛の１/３足らずを生産するという状況にまでなっている。1964年から
1977年にかけての大規模肥育場への生産と販売の集中の進行も表４に明ら
かに示されている。こうして生産と販売の大規模肥育場への集中は驚くほ
表４収容能力別肥育場数，販売肥育牛頭数’
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どの状況に達している。1977年には年間平均３万頭以上を販売するわずか
422の巨大肥育場が販売肥育牛2,486万頭の52％を支配しているのである。
これら巨大肥育場の大部分はテキサス，オクラホマといった南平原地域
に所在している。これら巨大肥育場の経営者は専門の栄養士，獣医，会計
士をおくとともに日常業務にかんする専門のコンサルタントや専門のバイ
ヤーをかかえている。これらバイヤーによって牧畜業者から買い集められ
た何万という仔牛はコンピューターで管理された処方飼料を給餌され囲い
地で肥育される。そこではもはや土地や自然に左右されることもない。仔
牛ももはや再び緑の牧場をふることはできない。
これら巨大肥育場経営は完全な資本家的経営であるが，その多くは，
又，穀物エレベーターや飼料製造業そして食肉加工業と垂直的に統合され
ている。
さらに，食鳥，採卵部門でも主として飼料製造業者や飼料卸売業者によ
る統合の体制が広汎に進展している。
たとえば，つぎのように指摘される。
「今日の食鳥，鶏卵の生産農場は資材供給と生産物販売の機能をつなぐ広
範な連鎖の網状組織の下にあり，この統合の体制は，事実上，ブロイラー
の全生産に，又，鶏卵と七面鳥生産の４/５以上におよんでいる｣(8)と。
つぎに，加工野菜を代表する加工用トマトについてもゑておこう。アメ
リカで生産される加工用トマトの８割以上を生産するカリフォルニヤ州で
はＬそのすべてが生産者と加工業者との契約協定の下で生産されている。
加工業者は種子や苗を供給することによって品種の統制をはかり又，包
装資材なども与える。
州最大の主産地サン・ウォーキン(SanJoaquin)峡谷では，加工用トマト
の平均農場面積は1954年には32エーカーであったが収獲作業の大規模機械
化とともに1974年には５倍以上に拡大しほぼ170エーカーになっている(9)。
生鮮野菜の代表としてのレタスについてjzAても，最大産地カリフォルニ
ヤの生産者は，第二次大戦後，その数を著しく減じている。（1949年1,710,
103 
1959年1,078,1974年333）
ところが主産地では生産者あたり農場面積の拡大の傾向が著しい。
たとえば1974年には主産地サリナス（Salinas）峡谷の平均レタス農場面
積は５０５エーカーにまでなっている。人間労働が機械．資本財によって代
替され，農業の資本必要額が著しく増大し，参入障壁が高まるにつれて，
商業的農業者の数は減少し，生産者あたり農場面積が拡大するという傾向
がつらぬくのである。
ところで，カリフォルニヤで生産されるレタスの半分は出荷業者との契
約の下で「独立」の農民により生産されているが，のこりの半分は少数の
生産＝出荷兼業者による完全な垂直的統合形態のもとで生産されている。
1974～75年にカリフォルニヤとアリゾナで活動していたレタス出荷業者
は93を数えたが，このうちのトップ３つの出荷業者だけで全米のレタスの
20％を取扱ったという(10)。
このような事情のもとでは，一般に契約条件が生産農民にとって不利に
なることは理の当然である。
たとえば，1977年実施の「契約農業にかんするセンサス付帯調査」もつ
ぎのように指摘している。
「一般に，契約条件は契約者（加工業者）にとって有利である。たとえ
ば，トマト栽培農民の72％は契約のさい品質にもとづく支払金の条項をも
っていないか，又は，契約で指定されたよりも実際には悪い品質について
の支払金を交付された。一方，平均の品質よりも上等のトマトについては
何らの割増金も受けとらなかった｣('1)と。
生産の専門化と大規模農場への生産の集中化，そして各種の契約，直接
所有などをつうずる関連企業の統合体制への組み入れは，上にゑてきたよ
うに，特定の部門を中心としてきわめて明瞭な方向となっている。
ところで，このような関連企業の統合体制への包摂が生産＝販売条件の
一応の安定をもたらすとしても，同時に，それは農民にたいして独立した
経営者としての意思決定の放棄をせまるものである。
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たとえば，ブロイラー生産についてみれば，生産者は一般に自分の飼養
するブロイラーを所有せず，指定された供給業者から飼料を買い，又，特
定の加工業者にたいしてのみブロイラーを売ることを義務づけられてい
る。このように生産契約においてブロイラー生産者はきわめて弱い立場に
おかれているのである。
先程の「契約農業にかんするセンサス付帯調査」は契約者からひなと飼
料を供与される生産者は98％に達することを明らかにしている(12〕。
要するに「農民は，生産資材の供給と生産物の市場を保証されるかわり
に多くの経営上の自由を引き渡した｣('3)のである。
このような体制の下でのブロイラー生産は垂直的統合企業の経営内部の
一つの段階にひとしいものになったと言ってよい。
Upchurchもこの状態を次のように述べている。
「ブロイラーの大部分は衣服製造業における婦人ドレスの下請生産に大変
似た契約のもとで生産される。ブロイラーを生産する農民は一般にひなや
飼料を所有しない。彼は単に垂直的に統合された経営体の内部で働いてい
るのである｣('4）
注）さいきん，農務省ＥＳＳのエコノミストらが分析した報告書によれば，農業
関連企業による垂直的統合の体制は農業生産部門の危険回避の新しい戦略ない
し制度であると一般化されている。
しかしいままで承てきたところからしても，この特徴づけが全く一面的なも
のであることは明らかであろう。
この報告書は『農業の構造変化一ブロイラー，肥育牛，加工野菜の経験』
（1981年４月)('5）と題するものである。ここでは構造的変化のもっともはげし
い部門としてブロイラー，肥育牛，加工野菜の三つの部門がとり出され，農業
における構造変化がどこから，どのようにして生じ，どのような段階的経過を
たどるものであるかが追求されている。そのさい変化をひきおこすもっとも重
要な要因として機械・技術，市場条件，政策がとりあげられ分析が行われてい
る。そして農業構造変化の一般理論をつくりあげることが狙いであるという。
この狙いが十分達せられているとは思われないが，統一的視角からそれぞれ
の部門に生じている変化を整理している点は興味をひく。
上の報告書のように，アメリカではアグリビジネスによる垂直的統合の体制
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を肯定的にとらえる見解が優勢である。しかし一方，このような統合の体制は
家族農民を事実上，賃労働者に転化せしめる農民搾取の効果的手段にほかなら
ないとして正しく評価する見解ももちろんある。
たとえば，さいきんIngolfVogeler（ウィスコンシン大学オークレール校，
地理学准教授）は著書『家族農場の神話：アグリビジネスの合衆国農業支配』
（1981)年(16）のなかでおよそ次のように述べている。
アグリビジネスの支配に伴って季節農業労働者の苦難が深まり，家族農業に
依存する地方小都市が衰退し，家族農民の独立性の侵食と経済的困難が増大し
ている。にも拘らず，家族農民はひきつづき士地所有者，資本家，経営者，労
働者の複合的役割を一体として演じているのだという神話がアグリビジネスに
よる事実的農業支配をおおいかくすのに利用されている。
家族農民が，自ら，本質的には労働者として農業の富を生産しているのだと
いう認識に立って広く一般労働者と団結するとき，はじめてアグリビジネスに
よる農業支配の態勢をくつがえすことができる。
かつて農場において経営者とその家族によって行われていた加工，販売
などの諸機能が農場から分離され，漸次，農外企業に移されてゆく。垂直
的統合化の進展によって農業生産の専門化は極限的形態にまでおしすすめ
られる。そしてついに農場生産は事実上，統合企業体の経営内の一段階に
位置づけられる。
すでにＲａｕｐはこの点について次のように述べていた。
「アメリカ農業の主要部門において，我々はもはや農場企業体(farmfirm）
について明白に語ることができない……有力な農業部門において，今日の
農場（farm）は言葉の工業的使用法において’１工場〃（plant）の状態にかな
り近づいている｣('7)と。
ＲａｕＰの言うところは，かつての農場企業体（farmHrm）がｆａｒｍと
firmとに機能的に分離し，後者の機能が次第に農業関連企業に包摂され
てゆくので，取残されたｆａｒｍは“plant，,（工場）に近い性格のものにな
ってゆくということである。
こうして，「要するに，今日のアメリカの農場は，それが著しく依存する
ようになっている農外企業にたいして，加工･分配･販売の原材料を提供す
る単純な仕事を任されている｣(18)部門という性格をつよめているのである。
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このような方向が強められてくれば，農場の経営成果は統合企業体の経
営採算の一環にいよいよ組糸こまれるという方向も強まる。
こうして伝統的に農場の経営活動と農場世帯の福祉を共通のバロメータ
ーで示す統計指標の矛盾も拡大してゆく。
（１）StatisticalAbstractoftheUS，100thedition，1979,ｐ､６８２． 
（２）Ｕ､SDepartmentofAgriculture，ESCS,SmallFarmlssues：Proceed‐ 
ｉｎｇｓｏｆｔｈｅＥＳＣＳＳｍａＵ－ＦａｒｍＷｏｒｋｓｈｏｐ，Ｍａｙ3-4,1978,ＥＳＣS-60,1979. 
（３）Bryant，Ｗ､Ｋ､，ＤＬＢａｗｄｅｎ,ａｎｄＷ､ESaupe，“TheEconomicsof 
RuralPoverty-AReviewofthePost-WorldWarllUnitedStatesand 
CanadianLiterature''，ASurveyofAgriculturalEconomicsLiterature， 
Vol､３，１９８１，ｐｐ３０－３３（DefinitionofaSmallFarm） 
（４）Schertz,Ｌ．Ｐ．ａｎｄOthers，AnotherRevolutioninUS・Ｆａｒｍing？，
ＵＳＤＡ，ＥＳＣＳ，AgriculturalEconomicReportNo、４４１，Decl979,ｐ,１７．
（５）Raup,nＭ.，“StructuralChangeinAgricultureandResearchData 
Need，'，./0"γ"αノがＦαγ”ECO"o〃Cs，４１，Dec、1959,ｐ、1482.
（６）CongressｏｆｔｈｅUnitedStates,CongressionalBudgetOHice，Public 
PolicyandtheChangingStructureofAmericanAgriculture,Ａｕｇ1978, 
ｐｐ、２３～24．なおここでの数字はMighell，Ｒ､ＬａｎｄＷ.Ｓ、Hoofnagle，
“ContractProductionandVerticallntegrationinFarming，１９６０and 
l970,'，ＥＲＳ-479,ＵＳＤＡ，Apr，1972.による。
（７）１６Ｍ， 
（８）SchertzandOthers,ＣＤ・ｃｊｊ.，ｐ６．
（９）１６ｍ.，pp382-383． 
（10）１６Ｍ.，pp395-397． 
（11）１９７４CensusofAgriculture,ＶｏＬＩＶ，Ｐａｒｔ７，AgriculturalProduction 
andMarketingContract，ｐ、６３．
この特別報告書は1974農業センサスの結果によって契約農業に関係のあっ
たものをとり出して，1977年にサンプル調査を実施した結果を収録したもの
である。
（12）１６Ｍ，ｐ４０． 
（13）Ｕ・SDepartmentofAgriculture，ESCS，StructurelssuesofAmerican
Agriculture，AgriculturalEconomicReport438，ｐ220． 
（14）Upchurch,Ｍ､Ｌ，“StepsTowardBetterDatafortheFoodlndustry'’ 
EconomicResearchReport2，Ｕ､SDepartmentofCommerce，Bureau 
oftheCensus，1979,ｐ、８．
１０７ 
（15）Reimund，，.Ａ､，Ｊ､Ｒ・Martin,ａｎｄＣ.Ｖ、Moore，StructuralChangein
Agriculture，theExperienceforBroilers，FedCattle，andProcessing 
Vegetables，ＵＳＤＡ，ＥＳＳ，TechnicalBulletinNo、1648,Apr、1981．
（16）Vogeler,Ｉ，ＴｈｅＭｙｔｈｏｆｔｈｅＦａｍｉｌｙＦａｒｍ：AgribusinessDominance 
ofU、SAgriculture，1981．
（17）Raup，ｏＰ、Cir.，ｐ､１４８２
（18）CongressionalBudgetOHice,ｏＰ．ｃ〃.，ｐ、４．
２．農場居住と農業経営の乖離の拡大
ざいきんのアメリカ農業にあらわれているもう一つの顕著な変化の側面
は農場世帯員の農外就業の増大である。
まず，1974年農業センサスの結果によって農場経営主の就業状況を示す
ならば表１のとおりである。すなわち，農業センサスに応じた全経営主の
37％(852千人）が自分の主な職業は１１農業以外〃（otherthanfarming）と答
えている。この比率は当然のことながら農産物販売階層が低いほど高く，
2,500ドル未満層では約70％となる。
また，経営主が農外に２００日以上雇われた農場の割合は，全体では約３０
％，これに農外雇用100～200日を加えれば35％となる。すなわち，1974年
には，全農場経営主の１/３以上は100日以上農外に雇用されたことになる。
表１農場経営主の就業状況（1974農業センサス）
全農場に対する経営主
農外雇用農場の割合経営主の主な職業①
塗_zLlull
藷１１
６２６１川’
農 200日以上’100~200日
％１８．８％ ｉｉＩｉｉ 2,500ドル未満2,500～２万ドル２～４万４～１０万１０万ドル以上
計 28.5 6.7 
1974CensusofAgriculture，ＶｏＬＩＩ，Ｐａｒｔ７，ValueofProducts，Valueof 
Products,ValueofSalesGroup,OtherＩｎｃｏｍｅより作成。
①「経営主の主な職業」は「1974年に貴方の仕事時間の過半を農業にあてた
か，又は，農業以外の職業にあてたか」という質問に対する経営主の回答。
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当然のことだが，この割合も販売階層が低くなるほど高く，2,500ドル
未満層では経営主の約60％が100日以上農外に雇用されていたことになる。
もう一つ，農務省の資料によって農産物販売規模別に１農場世帯あたり
の総所得とその構成を表２に示しておこう。
これに明らかなとおり，農場規模が小さいほど農外所得にたいずろ依存
度は顕著に高まり，1978年には，農産物販売額２万ドル未満の小規模農場
では農外所得は総所得の６割以｣二となる。
しかし農場規模のいかんにかかわらず，全体として農外所得の割合は増
大の傾向を示している。農外所得は多様な源泉から成るが，単独項目で最
大のものは農外賃金・俸給である。
このような農場兼業化のひろまりと深まりのなかで，現在，つぎのよう
な見解がほぼ一般に認められている。
それは「1950年代と1960年代の時期には，兼業農業（part-timefarming）
は農業から農外雇用への過渡的手段か，又は，専業農業(full-timefarming）
へ参入する資本を蓄積するための手段として役立てるための一時的な事情
とみられていた。しかし，だんだん兼業農業が本来の目的になってきたか
表２販売額規模別にふた１農場世帯あたり所得
～ 1978 1970 
農産物販売額、」総所得|農業所得|農外所得|総所得|農業所得|農外所得へ」
千ドル
８３１ 
jｉＩ iＰ１ｉｉ１ ％ 讓%l篝%’2.5千ドル未満２．５～５千５千～１万１～２万 91.0 89.5 80.5 63.1 
～４万
～１０万
２
４
 
13.8 
21.3 
60.0 
76.1 
40.0 
23.9 
75.4 
81.7 
24.6 
18.3 
19.5 
28.5 
10万ドル以上’４８．２１８４．２１１５．８１６３．２１８２．８１１７．２
Ｕ,SDept・ofAgriculture，ＥＳＣＳ，FarmlncomeStatistics，Ａｕ９．１９７９よ
り作成。
１農場＝１世帯と仮定
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に思える。
今日の小規模農場と中規模農場の大多数にとって，経営主又は，その家
族員の農外雇用は農業を全くやめてしまわないためにとりうる選択なので
ある。
同様に，又，それは専従に拘束されずに農業に関係をもちたいと望む農
外の雇用従事者にとっての一つの選択でもある｣(1)というものである。
注）さいきん農務省ＥSCSのスタッフがとりまとめた「アメリカ農業構造の諸
問題」の中にも同様の見解が述べられている。
すなわち「かつては農業に入るか出るかの通路とふられていた兼業農業は，
いよいよ普通のことになっており,兼業じたいが明らかに目的になっている｣(2)
兼業農業が農業階梯をのぼって専業自作農に至る経過的形態を意味する
のでもなく，又，完全な農外雇用に至る過渡的手段なのでもなく，それ自
体が目的になってきているということは，兼業形態をとった小規模農場の
滞留のつよまりが着目されるようになってきたという事実の半面を示して
いる。
これを裏づける統計的事実も指摘されている。すなわち,｢1954年と1974
年の間に合衆国農場の総数は52％減少したが，この２０年間に経営主が200
日以上農外で働くと報告した農場数は36％減少した。ところが一方，経営
主が２００日以下農外で働くと報告した農場数は56％減少した。この期間の
農場数における減少の80％以上は経営主が200日以下農外で働いたグルー
プにおいて生じた｣(3)
農外就業200日以上という農外所得への高い依存が逆に小規模農場経営
の存続を可能にしているという兼業農場滞留の一端が示されていると言っ
てよい。
同じ筆者もこれについて「パートタイムの農業と農外の仕事との結合が
多くの農民にたいして農業に残留する耐久力を与える｣(4)と解説している。
兼業農業化のひろまりと深まりが，同時に兼業形態での小規模農場の滞
留傾向を伴っているという事実と合せて，さらにもう一つの注目すべき事
１１ｏアメリカ農業の構造変化と統計体系再編の方向
実にふれておこう。
それは農場居住世帯と農場経営者世帯との実体的な乖離の拡大という事
実である。
1974年農業センサスには，農産物販売額2,500ドル以上の農場について，
農場経営主の居住場所を示す統計が作成されている。まず，これを整理し
て表３に掲げる。
これによれば，農場経営主のうち自己の経営する農場外に居住するもの
が約20％に達している。
販売額階層別にふると，自己の経営農場に居住する割合は中規模農場の
ところが高く，これにたいして，小規模兼業農場と資本家的農場の両極で
は自己経営農場に居住しないものの割合が高くなっている。
農場外居住でも，とくに都市地域居住者の割合は，富農層および資本家
的経営において著しく高く，ついで小規模兼業農場が高い。中規模家族農
場を中心としたところが経営主の自己経営農場居住の割合がもっとも高く
なっているのである。
表３農場経営主の居住場所（1974農業センサス）
経営主の居住場所～ 
川己迩農場|伽農場｜
川%’’0%｜
i;Ⅱ!;｜ 
::ｉｉｌ：:｜ 
:::｜蓋Ｉ
６５８１３８１ 
農場外
農村地域|都市地域
３８%｜、5％
農産物販売額～～ 
販売額2,500ドル
以上の全農場
２．５千～５千ドル
５千～１万
１万～２万
２～４万
４～１０万
１０～２０万
２０～５０万
５０万ドル以上
4.6 
４．２ 
３．４ 
２．５ 
２．１ 
２．４ 
３．４ 
1３．８ 
12.2 
10.9 
６
５
》
３● 
８
冗
一
９
14.8 
5.5 25.9 
1974CensusofAgriculture,Vol．Ⅱ，Ｐａｒｔ７，ｐ５９より作成
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以上の事実は，中規模家族農場の分解の進行に伴って，一般に，農場経
営主の自己経営農場外居住の傾向が促進されることを示しているものと言
ってよい。
注）農場階層区分の根拠についてはあと（Ｖ)でふれる。
ところで，上にふたセンサス資料は農場経営主について居住場所を示し
たものではあるが，農場に居住しているからと言って彼等が農業経営を職
業としているとは限らない。
むしろ，この点に検討すべきもう一つの大きな問題があるのである。
農務省ＥＲＳのEdwardLReinselは，居住概念（residenceconcept）と
しての農場世帯と職業概念（occupationconcept）としての農業世帯を明確
に区分する必要のあることを強調したうえで，両者の乖離とからみ合いの
関係を示している。これを借用して説明を加えよう。
Reinselは居住と職業の両概念の関連を次のように図解している(5)。
農場世帯（居住概念）と農業経営者および農場管理人世帯（職業概念）と
図１
領域｜世帯の性格｜擢7鰯
AB|農場に居住する世帯’2,513千①
BCl驚蠕溌篝場管理|,β44①
△|灘灘蝋|M閉②
．|艤曼鰄織|川②
。'鱗篝灘辮|川②
注）1972年の推定数の①は1973年12月セン
サス局CurrentPopulationReports
「1972年合衆国における世帯と個人の貨
幣所得」より。
②はセンサス局，1970人ロセンサス「農
業関係人口の所得」に示されている関係
数字から推定。
農場世帯(居住概念)と農業経営者・
農場管理人世帯(職業概念)との関係
Ａ ＢｌＣ 
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のからゑ合いの関係にかんする1972年の推定数によれば，農場に居住する
世帯のうち農業世帯（B/AB）は４２％，すなわち非農業世帯は５８％，又，
農業世帯でありながら農場外に居住する世帯（C/BC）は22％ということ
になる。
以_ｆに明らかなように，農場に居住する世帯のうちいよいよ多くの世帯
は所得の多くを農外に依存するようにたり，ついには農場居休のまま非農
業世帯になってゆく。
注）農場世帯員の農外雇用の増大の動きとともに，ここで，あわせて注目してお
かねばならないことは，新しく農村地域に流入してくる住民の動きについてで
ある。
アメリカでも農村から都市への人口の流出は，農場人口の減少とともに，長
期にわたってひき続く不断の傾向をなしていた。
ところが1970年代初め頃から人口移動に異変が生じている。
すなわち，全国の非都市地域の人口は1970-1976年の間に都市地域の人口増
大率を上回る動きを示したのである。歴史上はじめてあらわれたこの傾向は，
人口増大率
1960-197011970-1976 
都市地域
非都市地域
17.1％ 
４．２ 
4.3％ 
9.6 
StatisticalAbstractoftheU.Ｓ，1978,ｐ､１９． 
もちろん非都市地域の人口自然増加率では説明できない。これは工業の地方分
散に伴う農村地域における農外雇用機会の増大が70年代に入って人口の逆流を
引きおこしたためである(6)(7)。
そして，この新しい農村居住者は，都市的雇用を持続したまま小さな士地に
居住することになる。そして多少なりとも農産物を販売するようになれば'１小
規模農民〃となるのである。
これは小規模農場問題（Small-Farmlssues）を複雑にする一因である。
こうしてこれら新来の農村居住者の動きとともに，伝来の農場世帯員の農外
所得依存の格段の高まりによって「1970年代の間に，’１小規模農場〃という言
葉は低所得と同意語であるというはっきりとした意味を失った」(8)とされるの
である。
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一方，所得は農業から受取っているが居住は農場外であり都市地域に居
住するという世帯もかなりの割合に達する。
これらが農業雇用労働者と資本家的経営者を中心としていることは前の
考察からも推定しうるところである。
そして，この，居住概念としての農場世帯と職業概念としての農業世帯
の乖離は1960年代をとおして格段に進行したのである。
農務省ＥＲＳのThomasACarlinとＡｌｌｅｎＧ､Ｓｍｉｔｈの両人も１９７４
年の農業経済学会年次大会報告のなかで同様の主旨をつぎのように述べて
いる。
「農場人口（farmpopulation）は，ますます異分子から成り立っているの
で，その慨念じたいが意味をもたなくなっている。
大部分の農場住民にとっては農業は彼等の主たる職業ではない。……
1960年以降，農業経営者および農場管理人世帯（職業概念）の所得と農
場世帯（居住概念）の所得との間には，著しい差異が生じている。
農場居住概念は，もはや生活のために農業に依存している人々の所得の
状況についてはっきりとした姿を与えない｣(9)と。
兼業化のひろまりと深まりが兼業小規模農場の滞留という形をとってあ
らわれていることはすでに述べたが，それは必ずしも農場居住のままでだ
け進んでいるのでなく，たとえば，都市に居住する農外勤務者の時たまの
通い農業という形態をとっても進んでいることは明らかであろう。
又，富農層や資本家的経営において経営主の都市居住割合が高いという
点にもすでに注意しておいた。
家族農場の両極ではこのような傾向がすすんでいる。家族農場の分解の
進行は農場居住と農業経営との乖離を明らかに拡大しつつある。これらの
動きは家族農場における世帯（household）と経営(business）の一体性をま
すますひき離す方向に作用する。
こういう事`清のなかで農場居住世帯（familieslivingonfarms）の人口を
農場人口（farmpopulation）としてとらえて，この集団に特別の性格と意
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味を与えてきた伝統的農業統計が検討を迫られているのである。
農場人口というのは居住にかんする定義であって経営にかんするもので
はないからである。
（１）CongressionalBudgetOHice,ｏ'・Cit.，ｐ、１８．
（２）ＵＳＤＡ,ESCＳ“Structurelssues''’０P．ｃが.，ｐ、１２．
（３）１６Ｍ，ｐ､２７０． 
（４）I6jcJ.，ｐ､２７３． 
（５）Reinsel,ＥＬ，“FarmFamilylncomesandFarmers'Incomeslmprove 
atDiHerentRates''，Ａｇγｊｃ〃〃”αノＦｉ"α〃ceRcz）jcz(ﾉ，Vol、３５，０ct、
1974,ｐｐ３１～32. 
（６）“Structurelssues'’０P・Cit.，ｐｐ、１１～13.
（７）LutherTweeten,“RuralEmploymentandUnemploymentStatistics''， 
NationalCommissiononEmploymentandUnemploymentStatistics， 
BackgroundPaperNo、４，１９７８，ｐ、２．
（８）Bryant,Ｗ､Ｋ､，Ｄ､LBawden,ａｎｄＷＥＳａｕｐｅ，“TheEconomicsof 
RuralPoverty,,ASurveyofAgriculturalEconomicsLiterature，Ｖｏｌ 
３，１９８１，ｐ、３０．
（９）Carlin,ＴｈｏｍａｓＡａｎｄＣ.ＲHandy,“ConceptsoftheAgricultural 
EconomyandEconomicAccounting，',Ａ”eγｊｃａ〃ん"γ"αノ〃Ａｇγjcz4〃
ｚ”αＪＥｃｏ"o”jcs，５６，１９７４，ｐ、９６６．
３．家族農場の分解
すでにゑてきたように，1960年代を経過してあらわになってきたアメリ
カ農業変貌の第一の局面は，各種の契約又は直接所有など多様な形態をつ
うずる農業関連企業の統合体制への農場生産の包摂の進展である。
この方向の進展は，結局，農場を，これら企業にたいして原材料を提供
する単純な仕事を委されている場所という性格のものにしてゆくというの
が特徴的な点であった。
変貌の第二の局面は，やはり1960年以降加速化されてきているのである
が，農場人口の農外就業への大量的移行が，－面では，兼業形態での小規
模農場の滞留現象を伴ないながら，農場居住と農業経営の乖離をはげしく
おしすすめているという点である。
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これらの二面は，共に，現局面におけるアメリカ農業変貌の主要な側面
をあらわしているものといってよい。
要するに，独占資本による農業・農民の直接的把握と支配の強化，その
インパクトのもとでの家族農場の急速な分解の進行の表現にほかならな
い。
家族農場経営者は激化する市場競争のなかで生き残ってゆくためには，
科学と技術と管理の進歩に適応してゆかねばならず，労働生産性増大の線
を追求してゆかねばならない。
それには巨額の投資を必要とすることになるが，これは経営規模の拡大
を伴うのでなければ必然的にコストの増大としてはねかえる。
これらの経過に対応してゆけるかどうかをめぐって分解が進行する。
こうして以前より一層高くなった生産性の水準をベースとしてより少な
くなった農場の間でのより激しい競争が更新されてゆく。
家族農場経営者は，この圧迫の強まりのもとで，農業をやめる（giveup
farming）か，当面，低水準の所得に耐えてゆくか，あるいは農場所得を補
充する農外雇用を求めるかのいずれかの選択をつねに強いられている。
又，このような状況のなかで，価格の安定，市場販路の確保等を直接の誘
因として農外企業への各種形態での垂直的統合化の動きが進展する。
他方，農場には居住するだけといってもよい農外勤務の農場人口も顕著
に増大してくるのである。
では，このような分解要因の促迫にたいして政策はどのように対応して
きたのであろうか。
この点については，伝統な商品計画と価格支持についても，又，租税規
則や融資制度についても，いずれをとってゑても，これら政策の恩恵の大
部分は大規模生産者に帰属してきたというのが，もはや一般の理解になっ
ていると言ってよい。
合衆国の農政は，まさに，家族農場の分解を促進する方向に作用してき
たのである。
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注）この見解を主張するざいきんの代表的なものとして，第一に，合衆国議会予
算局の｢政策とアメリカ農業の構造変化｣(1978年９月)，第二に，農務省ＥSCS
のスタッフがとりまとめた「アメリカ農業構造の諸問題」（1979年１１月）をあ
げておく。
とくに後者では，当時の農務長官ボブ・パーグランド自身が「まえがき」の
にＩ.で次のように強調している。
「たとえば，伝統的な商品計画による収入の恩恵の大部分は最大の生産者に帰
属する。
わが国の租税規則は大経営に有利であったし外からの農業への投資を促進し
た。また，わが国の金融制度は積極的な経営者に彼等の隣人を買いとるための
手段を与えることによって農業内部での一種の経済的共ぐい（economiccam
nibalism）を助長してきた｣(1)と。
そこで，これまでの「アメリカ農業の構造変化」にかんする考察を一応
しめくくり，次章以下への橋渡しとする意味で，アメリカ農業経済学会で
の議論も参考にしながら，家族農場分解の基礎的進展の過程の大筋を，ほ
ぼ1930年代以降約半世紀という長期の視点に立って図式的に整理して承よ
う。
そして，この半世紀の経過のうち，とくに1960年以降というさいきんの
20年の間に，以下で示す分解の過程が急激に促進されたとゑてよいのであ
る。
この基礎過程は，家族農場分解の三つの局面（もちろん，それぞれの局面
がオーバラップしつつ進行してゆくのはいうまでもないが）として次のように整
理することができるであろう。
（ｲ）farmfirm（農場企業体）のｆａｒｍ（農場）とｆｉｒｍ（企業体）への分離
かつては，原材料の生産活動ばかりでなく，飼料，肥料，種子，燃料な
どの農業資材の供給，そして農場生産物の加工と販売の活動も経営主とそ
の家族の労働にもとづく農場企業体の活動として一体化されていた。
これらの諸機能が，漸次，農場生産単位から切りとられ農外企業に移さ
れてくる。農業生産の専門化の進展もこの過程を促進する。
農場からこれらの諸機能を吸い上げた農外企業は，今度は，農場生産単
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位との間の各種の契約又は直接所有などの形態をとおして農場生産の機能
を包摂する動きをつよめてくる。
すなわち，farmfirm(農場企業体)の機能がfarm（農場）とagribusiness
firm（農業関連企業）とに分離し，ｆａｒｍは，これら企業に契約をつうじ，
Ｆｉｇ．１ 又は，統合企業体の経
営活動の－段階として
原料を提供する'１工場〃
(plant）に酷似した性
格をつよめつつ網状組
織のもとに結びつけ
られる。農場企業体
(farmfirm）の原材料
生産下請工場化であ
る。
（1ｺ）ｆａｍｉｌｙfarm（家族農場）のhousehold（世帯）とbusiness（経営）へ
の分離
かつては，農場世帯の活動は，多くの場合において，農場経営の活動と
重なり合っていた。
家族農場は経営の組織体であるとともに社会生活の組織体でもあった。
したがって，世帯の経済的福祉は農場経営所得にほとんど全く依存してい
た。
農場人口の農外産業への流出がすすんでくるにつれて農場世帯は，漸
次，賃金・俸給収入への依存を高め，ついには，農場には居住しているが
農業経営とはほとんど関係をもたない世帯も増加してくる。
一方，農場に居住しない農業経営者もふえてくる。
農場経営所得と農場世帯の貨幣所得との不一致がもはや通常の状態にな
ってくれば，農場世帯の経済的福祉が農場経営所得によって左右されると
いう状況も大いにうすめられてくる。
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農場経営体の活力と農Fig.２
場世帯の福祉のパロメー
farmhousel1old 
（農場世帯）
ターを－つの測度によっ
て同時にあらわすことの
矛盾も拡大してくる。
さらに，共同経営や法
人の形成によって１農場
familyｆａｒｍ 
(家族農場）
farmbusiness 
(農場経営体）
＝１世帯の対応関係もくずれてくる。
かくして世帯と経営の分離が進行する。
（ノリｆａｒｍｆａｍｉｌｙ（農場世帯）のｏｗｎｅｒとmanagerとlaborerへの分離
かつては，所有者・経営者・労働者の機能は，すべて家族農場世帯とい
う同一単位のもとに帰属していた。
農業労働者（agriculturallaborer）や小作農（tenant）が存在していたと
しても，それは自作農（owneroperator）ヘの「農業階梯」（agricultural
ladder）をのぼる経過的形態のものと承なされた。
しかし，今日では農場世帯は１ｷﾞ実的に所有者・経営者・労働者への機能
的分化（経営しない所有者，所有しない経営者，所有も経営もしない労働者）を
とげている。労働者が小作農に昇進して，それから自作農に変るなどとい
った伝統的径路は大分以前に全く過去のものになってしまった。
経営単位と所有単位の分離の進行（目小作経営者の数および彼等の経営する
土地面積の増大がこれを明示する） Ｆｉｇ．３ 
から，さらにすすんで，一方に
経営者は管理的機能をつよめて
くる。
この傾向と対応して，他方に
土地所有者的機能が純化してゆ
く。又，経営の管理的機能のつ
よまりの一方で農場世帯のなか
[armｆａｍｉｌｙ 
(農場世帯）
119 
に農業経営を職業としない世帯，農場には居住するだけという労働者世帯
が析出され，これが経営（管理）との対立にまで純化してくるのである。
このようにして，農場世帯によって所有・経営・労働の機能が一元的に
供給されていた状態は大きくくずれてくる。三範蠕の機能的分化が外化し
てくる。
（１）ＵＳＤＡ，“Structurelssues'’０P．ｃが.，foreword（BobBergland)．
Ⅲ農業構造の変化と伝統的農業データシリーズ
１．伝統的農業データシリーズの形成
すでに冒頭でも述べたように，アメリカ合衆国において最初の農業セン
サスが実施されたのは1840年である。
議会は，その前年に特許局（PatentOHice）のなかに設置された農務部
(AgricultureDivision）にたいしても，統計収集のため千ドルの予算をJ3Aと
めていた。
農務部は，やがて1862年に農務省として独立することになるが，議会が
これを承認したのは「農業にかんする有用な情報を収集し合衆国人民の間
にひろめる｣(1)(2)という趣旨からであった。
このように農務省設立の趣意そのものが農業データの獲得と普及にあっ
たことは注目される。
というのは，この当時は，まさに南北戦争と産業資本の進展，そして，
西漸運動（westwardmovement）によって特徴づけられる時期であった。
とくに，1862年制定のホームステヅド法（HomesteadAct）がアメリカ農
業の発展に最大の条件を与え新しい農場がぞくぞく作り出されていたので
ある。
このような経済情勢の下で，農民にとっても都市消費者にとっても農業
にかんする情報の収集と普及が何よりも緊急の必要事とされ，このような
要求にこたえる機関として農務省の誕生がまちのぞまれていたのである。
こうして農務省が設立される。ところがこれにつづく時期は南北戦争後
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の農産物価格の長期的低位により特徴づけられる。
その中で農業の機械化が進孜，大量の小農民層の没落がひきおこされ
た。農務省は，このような激動する環境のなかで，１９世紀最後の25年間を
農業データの収集と普及に一層の活動を集中したのである。一方，センサ
ス事業の系統では，1902年にセンサス局が常設機関として創設されること
になり，すでにそれまでに，人口センサス，工業センサス，人口動態調査
とともにセンサス体系の中の基本的分野として確立されていた農業センサ
スはその基礎を一層固める方向に向っていた(3)。
こうした推移のなかで２０世紀にはいって，合衆国の農業データの収集・
加工の体系は漸次，二大系統に収束するかたちで発展してくるのである。
すなわち，一方の系統は，５年間隔（1840～1920年は10年間隔，1920以降は
５年間隔）で，郡レベルにまでおりた唯一の包括的な基本統計を時系列で
与える商務省センサス局の農業センサスであり，他方は，作物・家畜・生
産資材にかんするcurrentな供給・利用・価格のデータを農民および関
連事業所の標本から主としてメール方式で収集する農務省農業経済局系統
の調査統計である。
やがて農業恐慌とともに農業統計の拡張期がやってくる。すなわち，第
一次大戦中の異常な作付拡大を基礎に，戦後恐慌の一環として起った農業
恐慌の時期ならびに，それにひきつづく世界農業恐慌の時代に「農業恐慌
の解決を求めるごうごうたる声を受けてデータ体系の大拡張が承られ
た｣(4)のである。
Bonnenもこの間の事情について次のように言う。
「合衆国農業データ体系は，農業において1920年代から第二次世界大戦ま
で続く大恐'流の時期を通じて現代的姿を与えられた。その体系が農業生産
高や作物別面積，農場数，農場人口といった単に物を数えるという体系を
こえて，その能力を拡げたのは，この時期をとおしてであった｣(5)と。
この時期の農業統計の拡充の特徴については，冒頭においてもいくらか
ふれたが，それはニューディール農政が家族農場政策の形で推進されたの
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に見合って「家族農場」概念を農業データ体系の中心にすえたことにあっ
た。
今日，農業部門の経済指標シリーズとして定着している主要な農業統計
は，大部分，1930年代から1940年代にかけて登場したものである。このよ
うに伝統的農業データ体系の形成という意味で，ニューディール期とそれ
につづく第二次大戦に至る時期が注目されるのである。
たとえば，農場所得（Farmlncome）の推定がはじめて試みられたのは
1924年頃（別の説によれば少くとも1913年にさかのぼるという(6)）とされている
が，これが本格化するのは1930年代であって，その結果がはじめて公表さ
れるのは1940年刊行の「農場所得情勢報告｣(FarmIncomeSituationReport）
においてである。
又，食糧のマーケットバスケット（MarketBasket）の概念があらわれる
のも流通経喪が注目されはじめた30年代であって，1935年には10種の食糧
について農場価額と小売価額の開差（PriceSpread）にかんする統計が食糧
のマーケット・バスケットとして公表されている。これの定期的公表は
1941年から「流通とl輸送状況」（MarketingandTranspotationsituation）の
中で行われている。
食糧の流通経費の統計（FarmFoodMarketingBiUStatistics）はややお
くれて1945年にはじめて公表された。
さらに，農業のバランス・シート（BalanceSheetofAgriculture）は，直
接には，農業部門の財政状態にたいする戦争のインパクトをたしかめると
いうj趣旨から1944年に開始されたのである。又，日本でも周知のものとな
っているパリティの概念は1933年農業調整法の目的として，この法律にか
きこまれてはじめて登場するのである(7)。
以上の伝統的な農業データの体系は,まえにも述べたように,いずれも合
衆国の農業を全体として一つの大家族農場とみなした集計量（aggregates）
についての情報を与えるよう設計されている。したがってそこでは，経営
と家計の一体化が前提とされているので，経営活動の指標が同時に農民世
１２２アメリ力農業の構造変化と統計体系再編の方向
帯の福祉の指標でもあるとされてきた。
ところが，すぐ前の章(Ⅱ)でもみてきたとおり，現代のアメリカ農業
は，独占資本による農業・農民の直接的把握と支配強化のインパクトのも
とで家族農場の急速な分解の現象を広く顕在化させている。
かつてのように，農民のほとんどすべてが農場に居住して自分の農場を
所有しているか，又は，農場を購入しようとしており，そして，経営は主
として家族労働力に依存して，生活は大部分，農場所得によってささえら
れる，といった伝統的状況から今日，大きく変っている。
ここから，現実が変化してしまったのに，統計の基礎には，いぜん旧い
現実を反映した概念が据えられたままであるという伝統的データ体系にた
いする危機の認識が引き出され，データ体系の改革・再編が焦眉の問題と
されているのである。
以下しばらく，主要な伝統的農業データシリーズについて，その構成を
概観し，農業構造の変化とともに，それらがどのように陳腐化したとされ
るのか，その根拠をゑておこう。
（１）ＵＳＤＡ,AguidetounderstandingtheU・SDepartmentofAgriculture，
OfliceofPersonnelU､SDepartmentofAgriculture，Miscellaneous 
PublicationNo、１３３７，０ct、1976,ｐ、５．
（２）TheAgriculturalEstimatingandReportingServicesoftheUSDA， 
BureauofAgriculturalEconomics，MiscellaneousPublicationNo、703,
1949,ｐｐ２～３． 
（３）RevolutioninUnitedStatesGovernmentStatisticsl926-1976，US 
DepartmentofCommerce，1978,ｐｐ４～12. 
（４）Brewster,，.Ｅ，“AShortHistoryoftheFederalAgriculturalData 
System,'，ＡＡＥＡａｎｄＵＳＤＡ，ProceedingsofWorkshoponAgricultural 
andRuralData，SeriesB，197７，ｐ、１０．
（５）Bonnen,Ｊ､Ｔ，“AssessmentoftheCurrentAgriculturalDataBase： 
AnlnfOrmationSystemApproach'',ASurveyofAgriculturalEconomics 
Literature，ＶＯＬ２，１９７７，Ｐ３８７． 
（６）Carlin,Ｔ､Ａ､ａｎｄＣＲＨａｎｄｙ,"ConceptsoftheAgriculturalEconomyand 
EconomicAccounting，',Ａ腕cγ・ノ．ＡｇｒＥｃｏ"、５６，１９７４，footnote,ｐ､９６５
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（７）Ｕ・SDepartmentofAgriculture，MajorStatisticalSeriesoftheU・S
DepartmentofAgriculture：HowTheyareConstructedandUsed， 
AgricultureHandbookNo，３６５，Volsl-XI，1969-72． 
上記ハンドブックはアメリカ農務省系統の統計シリーズにかんする包括的
な解説書であり，統計作成の手引書である。
これの旧版はAgricultureHandbookNo、118,Volsl-X，1957～６０で
ある。
現行ハンドブックは11巻から成るが，ざいきんの農業構造変化に対応する
データ体系の改訂の方向をふまえて全面的に書き直しが必要であると勧告さ
れている（"Framework''’０P・Cit.，ｐ417.）
なお11巻の構成は以下のとおりである。
LAgriculturalPricesandParity 
２．AgriculturalProductionandEHiciency 
３．ＧｒｏｓｓａｎｄＮｅｔＦａｒｍｌｎｃｏｍｅ 
４．AgriculturalMarketingCostsandCharges 
５．ConsumptionandUtilizationofAgriculturalProducts 
６．LandValuesandFarmFinance 
７．FarmPopulationandEmployment 
８．CropandLivestockEstimates 
９．FarmerCooperatives 
lO・MarketNews
lLForeignTrade，Production，andConsumptionofAgricultural 
Products、
２．農場所得と農業バランスシートの統計
（１）農場所得統計
農務省は，1940年代に入ってから継続的に農業部門にかんする各種の経
済指標を作成公表してきたが，これを代表する二大シリーズが農場所得統
計（FarmlncomeStatistics）と農業部門のバランスシート（BalanceSheet
ofAgriculture）である。
まず，両指標とも合衆国農業部門を経営と家計の両面の活動を包含する
単一の全国家族農場（asinglenationalfamilyfarm）と糸なし，その活動
について集計量としての情報を与えるように設計されたものであることが
注意されねばならない。
１２４アメリ力農業の構造変化と統計体系再編の方向
この概念のもとでは，農業純所得（NetFarmlncome）が経営の活力と
農民の福祉の双方のバロメーターを意味するものとされてきたのは当然で
ある。
農務省ＥＳＳは，現在まで，農場所得にかんするデータを三種類のシリ
ーズで与えている(D・
第一のシリーズは，合衆国農業を－大農場に承たてて，この産業部門に
ついて農業粗収入，農業経営Yliを推定し，その差引残として農業純所得を
算定するものである。
このシリーズは，その前提から言って，農場居住，非居住を問わない農
業経営者の農業所得を示したものである。
表１がこれである。
第二のシリーズは農場人口の可処分個人所得である。この農業所得は，
前表の農業経営者純所得から農場に居住しない経営者の農業純所得を除
き，他方，農場に居住する労働者の農業受取賃金を加えたものである。
これに，さらに農場人口の農外所得が加えられ，それから個人税，税外
表１農業所得の推定（1979）
単位：１o億ドル
④農業粗収入
販売現金収入
政府補助金
その他農業現金収入
目家消賛
家屋賃貸価格
在庫変動
⑧農業経営費
０農業経営者純所得
Ｏ＝④－⑧ 
Grossfarmincome 
Cashmarketingreceipts 
GovernmentPayments 
Othrcashfarmincome 
Homeconsumption 
Renｔａｌｖａｌｕｅｏｆｆａｒｍｄｗｅｌｌｉｎｇｓ 
Ｖａｌｕｅｏｆinventorychanges 
Farmproductionexpenses 
Netincomeoffarmoperators 
149.6 
131.5 
１．４ 
２．１ 
１．５ 
９．１ 
４．１ 
１１８．６ 
３１．０ 
注）ＵＳＤＡ,ESS，EconomiclndicatoroftheFarmSector：Incomeand
BalanceSheetStatistics，1979,StatisticalBulletinNq650，Deol980,ｐ、
５５より作成
①収支項目の大部分はＥＳＳが作物・家畜報告事務所をとおして得る数
量・価格のデータから推定される。
②政府補助金は農産物価格と市場安定のための各種の政府農業計画に関連
１２５ 
して政府が直接農民に支払った補助金が計上される。
③農産物自家消費分は同じ農産物の販売受取価格で評価される。
④家屋賃貸価格は住宅の所有が居住という効用を「生産」すると考えて評
価計上される。
⑤農産物在庫は農場在庫の糸を計上してある（したがってｃｃｃ貸付のも
とにある農産物は除かれている）
支払金が差ﾜ|かれて農場人口の可処分(liIil人所得のシリーズが得られるので
ある。
上に述べたところから明らかなとおり，このシリーズは，農場に居住し
ている人々についての農業・農外源泉からの所得を示したもので居住概念
を基礎としている。
表２がこれである。この農場人口の可処分個人所得を農場人口で割って
１人あたりの形になおし，非農場人口の可処分個人所得と比較するという
利用法が広く行われている。
あとで述べるように，この利用法について重大な疑問が持たれている。
第三のシリーズは，農場人口の個人所得の統計をもとにして，農業セン
サスその他若干の資料によって農産物販売額規模別に農場世帯あたり農業
表２農場人口の可処分個人所得（1979）
単位：百万ドル
④農業経営者純所得
（－)農場非居住経営者純所得
（＋)農場居住労働者の賃金・
俸給
（－)農場居住経営者・労働者
の社会保険
⑧農場人口の個人所得(農業）
Netincomeoffarmoperators 
Netincomeofnon-residentoperators 
Wages,salariesandotherlaborincome 
offarmresidentworkers 
Contributionsoffarmresidentopera‐ 
torsandworkerstosocialinsurance 
Personalincomeoffarmpopulation 
fromfarmsources 
Personalincomeoffarmpopulation 
fromnon-farmsources 
Totalpersonalincomeoffarmpopula‐ 
tion，allsources 
Personaltaxandnontaxpayments 
Disposablepersonalincomeoffarm 
population 
30,959 
５，１０８ 
３，８５５ 
975 
28,731 
26,595 
55,326 
Ｏ農場人口の個人所得(農外）
⑪＝⑧＋Ｏ農場人口の個人所得
⑧個人税および税外支払金
⑰＝⑪－⑭農場人口の可処分個
人所得
8,299 
47,027 
注）Ｉｂｉｄ，ｐ、８７
①農外所得は農業経営者および家族員が受取った農外雇用の賃金・俸給，
農外自営業収入，農外源泉の地代，配当金・年金・手当などから成る。
１２６アメリ力農業の構造変化と統計体系再編の方向
所得'農外所得,純所得を配分算定するもので,1960年以降作成されている。
表３がこれである。
表３農産物販売額規模別の１農場世帯あたり所得（1979）
（単位：ドル）
農産物販売額｜農業所得｜農外所得｜総所得
全農場
2.5千ドル未満
２．５～５千
５千～１万
１～２万
２～４万
４～１０万
１０万ドル以上
1１，５２６ 
１，８３２ 
１，７６９ 
3,012 
5,398 
10,489 
19,553 
47,827 
14,728 
20,516 
20,275 
17,037 
13,１７４ 
９，７９２ 
8,647 
13,398 
26,254 
22,348 
22,044 
20,049 
18,572 
20,281 
28,200 
61,225 
16Ｍ，ｐ、１１２
上にゑてきた農業所得シリーズについてはすでに多くの問題点が指摘さ
れている。
前にも述べたように伝統的農業所得シリーズは，経営と家計の一体化し
た全国家族農場の集計量の概念を基礎にしている。
そして，前章(Ⅱ)にみてきたような家族農場の急速な分解の進行によっ
て，この家族農場概念にもとづく勘定体系の矛盾が表面化してくることは
さけられないのである。
まず，第一のシリーズについて言えば，農業から生じる所得はすべて農
場経営者の報酬になるわけではないことに注意せねばならない。
その相当部分は農民と契約する農外巨大法人企業の手に帰するであろう。
農場経営の企業統合体制への包摂が進行し，農場が原材料の生産を委託
される’１工場〃に酷似した性格を強めるにつれて，農業所得の農外巨大法
人企業への帰属分も増大するのである。
さらに，これを農場人口の所得としてとらえるならば，さらに多くの矛
盾をはらむことになる。
これもすでに前章でゑておいたように，家族農場の分解の進行ととも
１２７ 
に，農業を経営していても農場に居住しないもの，又，農場に居住してい
ても農業経営とは関係のない世帯が増加してきている。
農場人口（farmpopulation）とは，もともと職業や経営にかかわる概念
ではなく，居住の概念であった。
すなわち，農場人口とは「職業のいかんにかかわらず農場に居住してい
る農村の一般市民人口」（ruralcivilianpopulationlMngonfarms,regardless
ofoccupation)(2)なのである。
農場に居住していることが即農業に従事していることを意味していると
ゑてよい時代には，農場人口の概念は特定の社会集団を意味づけていた。
しかし，近年，居住と経営の乖離が急激にすすんでくることによって農場
人口概念のもつ矛盾が急速に表面化してきたのである。
こうして「Ⅲ農場人口〃は農業部門の経済指標としても，農村住民の福
祉の指標としてもかつてほど意味をもたなくなってきた｣(3)のである。
したがって，この農場人口概念にもとづいて，農場人口１人あたり所得
を算定し，これを非農場人口１人あたり所得と比較するという広く普及し
ている利用法にも疑念が持たれはじめている。
又，農業所得を農場数で除して１農場世帯あたりの数字を得るのは，各
農場ごとに１つの世帯が対応していることを前提としている。
この所得シリーズも近年，矛盾を深めている。すなわち，共同経営や法
人経営の形成に伴って各農場経営がそれぞれ一つづつの-世帯に対応するも
のでないことは明らかだからである。
（１）FarmlncomeAccountsの統計作成の詳細についてはMajorStatistical
SeriesoftheUＳＤＡ，ＶＯＬ３，GrossandNetFarmlncome,1969.をZ人よ。
（２）MajorStatisticalSeriesoftheUＳＤＡ,ＶＯＬ７，FarmPopulationand 
Employment，1969,ｐ、５．
（３）Upchurch,ＬＭ，“DevelopmentinAgriculturalEconomicData，，，A 
SurveyofAgriculturalEconomicsLiterature，Vol、２，１９７７，ｐ、３３１．
（２）農業パランスシート統計
農業バランスシートのシリーズも農場所得シリーズと同様に，全国家族
農場概念を土台に置いている。
１２８アメリ力農業の構造変化と統計体系再編の方向
そして，この農業部門を単一の巨大企業（singlelargeenterprise）に承
たてて財政状況の要約表示を与えることを目的としたものである。すなわ
ち「農業バランスシートは，農業経営（farming）と農場家族生活（farm
familyliving）にかんする農場経営者の主要資産と負債の一定時点におけ
る金額表示の計算書である｣(1)と言われる。
この概念の下では，農場と家計の勘定が混合的にあらわれることは当然
である(2)ｄ
表４がこれである。
表４農業部門のバヲンスシート（Jan1,1980）
単位：１０億ドル
資産
物的資産
不動産
非不動産
家畜
機械・自動車
貯蔵作物
家財・備付家具
金融資産
預金と通貨
合衆国貯蓄債券
協合組合出資
計
Assets 
Physicalassets： 
Realestate 
Nonrealestate： 
Livestock 
Machineryandmotorvehiｃｌｅｓ 
ＣｒｏｐｓｓｔｏｒｅｄｏｎａｎｄｏＨｆａｒｍｓ 
Ｈｏｕseholdequipmentandfurnishings 
Financialassets： 
Depositsandcurrency 
U､SSavingsbonds 
lnvestmentsincooperatives 
Total 
671.3 
61.2 
94.3 
33.1 
20.5 
１５．９ 
4.0 
18.6 
918.9 
負債・資本
負償
不動産負債
非不動産負債
商品金融公社
その他報告団体
報告外債権者
（負債）計
自己資本
計
Claims 
Liabilities： 
Ｒｅａｌestatedebt 
Nonrealestatedebtto： 
CCC 
Otherreportinginstitutions 
Nonreportingcreditors 
Totalliabilities 
Proprietors，equities 
Total 
82.1 
４．５ 
59.0 
11.7 
157.3 
761.6 
918.9 
負債／資産比率Debt-to-assetratio 17.1％ 
注）ＵＳＤＡ,ESS，EconomiclndicatoroftheFarmSector,ｐ､４３．
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ここに承られるような農場勘定と家計勘定の混交は，家族農場の分解の
進行に伴う経営活動と世帯活動の分離がはっきりあらわれてくるなかで，
現実を反映しないデータ体系の典型であるとして強い批判にさらされてい
る。
1980年代の「フレームワーク」を展望した連邦統計政策基準局の報告書
も「バランスシートの改善のために必要な第一歩は経営部門と家計部門を
分離して，資本勘定が経営部門のゑを含むようにすることである｣(3)と将
来の改善方向を指示している。
指摘されている項目は家財・備付家具，経営者住宅，貯蓄債券，定期預
金などであり，これらを家計資産と承て農業バランスシートから除くべし
という主張である。
（１）HistoricalStatisticsoftheUnitedStates，Colonialtimestol970， 
BureauoftheCensus，Ｐａｒｔ１，１９７５，ｐ４７１． 
（２）BalanceSheetStatisticsの統計作成の詳細についてはMajorStatistical
SeriesoftheUＳＤＡ，ＶＯＬ６，LandValuesandFarmFinance，1971.を
承よ・
（３）“Framework''’０P．ｃが.，ｐ､４３．
３．食糧マーケットバスケットと流通経費の統計
（１）食糧マーケットバスケット統計
所得とバランスシートの統計とともによく知られ又，広く利用されてい
る農務省の伝統的統計シリーズとして食糧マーケットバスケットと流通経
費の統計がある(1)(2)。
このデータシリーズは，もともと，大恐'慌のなかで農民の受取価格が低
落しても，それに見合うほどに食糧の小売価格が低下しないため，消費者
と農民の双方から中間の流通費用に目がむけられるという経緯のなかから
開発されたものである。
このデータシリーズも，その後の農業構造変化のなかで事実反映性の観
点から批判を受けはじめている。
まず，食糧のマーケットバスケット（FarmFoodMarketBasket）とは，
１３Oアメリカ農業の構造変化と統計体系再編の方向
都市勤労者世帯が家庭での調理のために食糧小売店で購入する65種類の国
内農場産食糧（したがって，飲食店など家庭外の食事施設で消費する食糧および
輸入食糧は含まない）の１世帯あたり１年間の平均数量のことである。
そして，マーケットバスケットの統計は次の四つのシリーズからなる。
①都市勤労者世帯が小売店で購入した数量にたいずろ小売価額（retail
costtoconsumers） 
②上記に対応する量の未加工４１ﾐ産物にかんする農場価額＝農民が受取
った収入金額（farmvalue）
③上記二者の差額により示される農場・小売間の価額開差(farm-retail
pricespread） 
④消費者の支払価格のうちの農民取分(farmer,sshareoftheconsumers
farmfooddollar） 
表５は，最新の数字をいれてこれらシリーズを示したものである。
表５食糧のマーケットバスケット（1967＝100とした指数）
1970 1980 
マーケットバスケット
小売価額（1967＝100）
農場価額（1967＝100）
農場・小売開差（1967＝100）
農場価額／小売価額(％）
113.7（1.223ドル）
114.0（４７６〃）
113.5（７４７〃）
３７ 
238.8 
240.3 
238.0 
３７ 
注）1970年指数はAgriculturalStatisticsl980,ＵＳＤＡ,ｐ､445．より。
1970年実数はHistoricalStatisticsoftheUS,Ｐａｒｔｌ，ｐ489．より。
1980年指数はAgriculturalOutlook,Ｊｕｎｅ1981,ＵＳＤＡ,ｐ､２３．より。
小売価額は労働省ＢＬＳの小売価格，農場価額は農務省ＥＳＳの農民受取価
格のデータ用いて算定される。
マーケットバスケットの統計は，１０大商品グループ別（肉製品,酪農製品，
食鳥，鶏卵，パン・穀物製品，生果物，生野菜，加工果実．野菜，脂肪．油，その
他製品）および47の個別食糧について作成されている。
又，ざいきんでは，いくつかの主要食糧について価格開差を費用構成要
素に分割する作業も行われている。
１３１ 
（１）MarketBasketおよびMarketingBillにかんする統計作成の詳細につ
いてはMajorStatisticalSeriesoftheUSDA，ＶＯＬ４，Agricultural
MarketingcostsandCharges，1970.を承よ・
（２）MarketBasket,MarketingBillにかんする最新の統計数字については
ＵＳＤＡ，ＥＳＳ，DevelopmentsinFarmtoRetailPriceSpreadsforFood 
Productsinl980，AgriculturalEconomicReportNo、４６５，Apr､1981.を
糸よ・
（２）流通経費統計
つづいて，食糧マーケットバスケット統計の姉妹シリーズと呼ばれてい
る流通経費統計についてもゑておこう。
食糧の流通経費（FarmFoodMarketingBill）とは，合衆国の一般消費
者が食糧小売店で購入した食糧ばかりでなく，卸売業者や加工業者から購
入した食糧，および家庭外の食事施設で消費した食糧を含む国内農場産食
糧にかんする１年間の総流通費用（10億ドル単位での）の推定である。
したがって，これは食糧にたいする消費者の１年間の支出と，これに対
応する量の農場価額との差額であって，これらの食糧を輸送，加工，貯
蔵，配給する流通関係企業の費用と利潤の総額を推定することにほかなら
ない。
表６がこれである。
表６食糧の流通経費
単位：１０億ドル
1980 1970 
消費者支出額
農場価額
流通経賛
269.0 
86.0 
183.0 
108.7 
３４．８ 
７３．９ 
1970年はAgriculturalStatisticsl980,ＵＳＤＡ,ｐ４４７より
1980年はＵＳＤＡ,ESS，DevelopmentsinFarmtoRetail
PriceSpreadsforFoodProductsinl980，ｐ２２ 
より
マーケットバスケット統計の場合には，食糧小売店で購入した食糧にか
ぎられているが，流通経對統計では，小売店以外の径路を通る食糧をも含
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んでいる。
したがって，流通経費統計の場合には，食糧小売店を通る量にくらべて
レストランなど食事施設で供される量が増加したり減少したりすることに
よって生産物単位あたり流通費用が変動することになる。これがマーケッ
トバスケット統計との構成上の大きなちがいである。
流通経費統計は七大商品グループ別（肉製品，酪農製品，食鳥と鶏卵，果物
と野菜，穀粉製品，ペン・菓子製品，その他）に推定されている。
又，商業センサス，工業センサスの結果を利用して，流通経費の流通径
路別（家庭消費，一般飲食店，公共団体)，流通段階機関別，流通費目構成別
の配分も示される。
ところで，さぎのマーケットバスケット統計では，その究極の狙いが消
費者支払価格のうちの農民取分率の変動にしぼられていると言ってよいが，
この流通経費統計では，食糧関連産業部門のなかでの農業経営部門以外の
部門（輸送，加工，貯蔵，配給など）に生じる流通経費構成上の変化をとら
えるところに重点がおかれていると言ってよい。
いずれにせよこれらの目的を果すためには農場価額の正確な把握が前提
となるであろう。
事実，マーケットバスケット統計についても，流通経費統計について
も，最大の批判は農場価額の推定にかんする問題に集中しているといって
よい。
すでに前の章でもゑてきたように，ブロイラーや加工野菜などを先頭と
して各種の契約又は直接所有を通ずる企業の垂直的統合体制への農場生産
の組承入れが進行しているときに，農場段階における生産物の販売価格と
はいかなるものであるのか。そのさい，「農場庭先」（farmgate）価格は実
在するのか，という疑問が発せられている。
たとえば，1974農業センサスの契約農業にかんする特別報告によれば，
一般に，食鳥農場は統合企業からひなと飼料を供与され，市場価格の20％
未満の請負所得を受取るという(1)。
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ここでの「農場庭先」価格とは一体何なのか。
又，鶏卵の大部分は統合食鳥企業によって選別，包装ざれ小売店に配給
されているし，果実，野菜では，生産物を調達・加工する統合企業が農薬
撒布，収穫など農場生産過程にまで手をのばしている場合が多い。
このような場合，どの時点での，どのような価格を農場価格とするべき
なのか。この困難のゆえに，「農場庭先」価格は「全体系の一貫性を確保
するため，ひそかに，でっち上げられる｣(2)ことになる。
農場価額の推定にかんする疑念は，直ちに，価格開差データ，農民取分
率のデータ，流通経費データの現実分析の武器としての有効性の問題に波
及してゆく。
食糧の価格開差データの検討を委託された農業経済学会経済統計委員会
と農務省ＥＲＳの合同特別委員会（委員長はGEBrandow-ペンシルヴェ
ニア州立大学）もその報告書のなかで「ブロイラー又はいくつかの果実や野
菜については，小売価格にたいする農場価格の割合はⅥ消費者支払価格の
うちの農民取分〃を正確には述べない｣(3)と告白している。
垂直的統合の体制が拡大してくるとともに「農場庭先」価格は虚構の産
物とならざるをえないであろう。
注）連邦統計政策基準局の“Framework”も「生産者すなわち農場レベルでの
価格が観察できない商品にかんする推定llli格はすべて，受取価格の公表統計か
ら省くべきである｣(4)と勧告している。
そしてこの「農場庭先」概念自体が家族農場＝農場世帯の概念とむすび
ついてきたことをUpchurchが指摘している(5)。
かつては農場活動の一部をなしていた出荷，加工，輸送，販売などの機
能が漸次，農場から切り取られ農外企業に移され，農場生産がアグリビジ
ネスの統合体制内の一段階に組承こまれてゆく。それとともに農場の概念
が不鮮明になってくるし農場庭先価格もとらえようがなくなってくるので
ある。
Bonnenはこの事情を次のように適確に述べている。
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「食糧・繊維部門のなかで変化がもっとも激しかったスペクトルの一方の
端をふれば，ブロイラーの農場生産の統計は不十分であるし，農場段階で
のブロイラー価格は収集したり説明したりすることがほとんど不可能にな
ってきている。
家禽と鶏卵そして多くの果物や野菜生産物では，投入と生産の両面での
契約と垂直的統合が，生産と売買の統計の基礎にある伝統的な農場の概念
を全く破壊してしまわなかったにせよ土台をほりくずしてしまった。
肉牛価格の発見も，同様に一層難しくなってきたしデータがはっきり
しなくなってきた。価格開差のデータは一層大きな困難をあらわしてい
る」(6)。
（１）１９７４CensusofAgriculture,ＶｏＬＩＶ,Ｐａｒｔ７，AgriculturalProduction 
andMarketingContracts，ｐ４０． 
（２）Carlin,Ｔ､Ａ､ａｎｄＣＲＨａｎｄｙ,“ConceptsoftheAgriculturalEconomy 
andEconomicAccounting.''，Ａ腕”・ノ．Ａｇγ・ＥＣＯ"、56,1974,ｐ､９６６．
（３）ＡＡＥＡａｎｄＵＳＤＡ,ReviewandEvaluationofPriceSpreadDatafor 
Foods，1976,ｐ、１６．
（４）“Framework'',ｐ､３８． 
（５）Upchurch,ＭＬ.，Stepstowardbetterdataforthefoodindustry''， 
BureauoftheCensus，1979,ｐ６． 
（６）Bonnen,“Assessment''，ｐ３８８． 
４．農業センサス
農業センサスは郡レベルまで降りた包括的な基本統計を与える唯一の源
泉であるとともに長い間にわたる農業の変化を述べる歴史的統計シリーズ
としても価値あるものである。その一世紀半にも及ぶ長い生命の存続によ
って農業センサスのレーゾンデートルは十分に証明されているかに見える。
ところが近年の急速な農業構造の変化とともに，セソサスにたいして
も，ほかの農業データ体系と全く同様に，それが根本的な概念の陳腐化の
上に立つものであるとのきびしい批判が強められており，伝来のままの形
では存続がむずかしいと思われる状況にまでなっている。
むしろ，いままでゑてきた農場所得，農業のバランスシート，食糧のマ
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一ケヅトバスケット，食糧の流通経費などの伝統的諸統計は，ある意味で
は，部分的改善によって漸進的に対応してゆけるかに糸えるが，農業セン
サスにたいする不満とこれが受けている批判は一層根底的なものであるよ
うに思われる。
もちろん，センサス当局もいままでこれら批判に全くこたえなかったわ
けではない。
とくにざいきん何回かのセンサスでは，あとでみるようにいろいろな対
応がとられている。しかし，それにも拘らず，批判は一層強まっており，
近い将来，さらに大きな転換がさげられない状況であるように思われる。
多くの批判者が共通して指摘している点はセンサスがいぜんとして農場
と農場人口にかんするセンサスの域を出ていないというものであって，そ
こにとどまっているかぎり農業構造の変化は反映されないであろうとして
いることである。
以下，いくつかの点について，農業の構造的変化の進行のインパクト，
又は，それによって高揚しているセンサス批判の下で，ざいきんの農業セ
ンサス事業にどのような対応と変化があらわれているかについてゑておこ
う。
（１）実施時期の変更
農業関連企業による農場生産の統合化の進展という現実の動きに対応し
て，これに統計的描写（statisticaldepiction）を与えるためには，農業セン
サスと他の経済諸センサスとの調査結果の相互関連的利用を有効的になし
うるようにするべきであるという指摘はすでに以前からなされていた。
たとえば，1970年にＷ・BSundquist(当時，農務省ＥＲＳのエコノミスト，
現在ミネソタ大学教授）は，農場生産の前方又は後方にひろがる関連企業を
含めた農業連続体（agriculturalcontinum）の活動をとらえるためには農場
生産データと工業・商業センサスデータとの組合せ利用が必要であること
を強調していた(1)。
農業セソサスでとらえられる大規模商品生産農場のなかには，農業生産
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資材供給企業，食品加工会社，食品卸売・小売業者などの農業関連企業の
統合体制に組糸入れられている農場が多く含まれていると思われるが，従
来の農業センサス資料では，これらの具体的かかわり合いを描き出すこと
はできない。
これは農場生産データと工業・商業センサス・データとを結合利用しう
るようにすることによって可能となるであろう。
しかし，このような利用が十分可能になるためにはＲａｕｐもすでに指
摘していたように，農業センサスと工業・商業センサスとの間に「データ
収集機構の密接な相互作用の関係を拡大する必要がある｣(2)ということに
なろう。
このような論調がつよまるなかで商務省センサス当局は，第一段階とし
て，農業センサスの実施時期を他の経済諸センサスのそれと一致させる措
置にふゑ切った。
農業センサスは人口センサスから分離して行われるようになった1954年
以来，４と９の年に終る５年間隔で，一方，工業，鉱業，建設業，運輸
業，卸・小売業，サービス業などの経済センサスは現在２と７の年に終る
同じく５年間隔て実施されている。
したがって，この慣例に従えば1974年の次に行われる農業センサスの実
施時期は1979年の筈であったが，これを１年繰上げて1978年に実施した。
さらにその次も４年の間隔をおいて1982年に行われる予定である。
このような措置によって農業センサスは，1982年には，はじめて他の経
済セソサスと調査実施時期を一致させることになる。
その後は他の経済センサスと同じ５年サイクルで実施される。
しかし，他の経済センサスとの統合的な結果利用によってアグリビジネ
スの統合体系をとらえるという観点からのデータ要求は，たんに調査実施
時期を一致させることでは糸たされない。
さらにすすんで基本的観察単位の共通化まで展望されている。
Bonnenは次のように述べている。
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「農業センサスの実施をほかの経済センサスと同一時期に移行させる現在
の計画は，共通の基本的観察単位によって適切な食糧部門のパラダイムを
打ち立てることを含めて，共通の概念的基礎が開発されるのでなければ，
部門データを統合することはできないであろう」(3)と。
（１）Sundquist，Ｗ､Ｂ，“ChangingStructureofAgricultureandResulting 
StatisticalNeeds，，，Ａｗｃｒ．』．Ａｇγ・ＥＣＯ"、５２，１９７０，ｐ、３１７．
（２）Raup，Ｐ.Ｍ､，“StructuralChangesinAgricultureandResearchData 
Needs，'，ノ.ＦαγｗＥｃｏ”41,1959,ｐ1489.
（３）Bonnen,“Assessment'，,ｐ､３９０． 
（２）調査方法の変更
農業センサスの調査方法は1969年センサスから従来の対人面接方式
(personalinterview）から郵送調査方式（mailenumaration）に切り換えら
れた。したがって1978年センサスはメールによる第３回目のセンサスであ
った。
メールガ式への切換えの主要な根拠としてあげられているのは，第一
に，近年の農業構造変化を反映した農場居住と農業経営の乖離の拡大であ
る。
すなわち，農場に居住はしていても農業を経営しないものの増大，又一
方，農場外に居住する農業経営者の増大の傾向である。（この後の傾向は兼
業小規模経営と資本家的大規模経営の両極において顕著であることについて前章
(Ⅱ)でふれた)。
そのうえ兼業化の全般的進行のため農場を幼問しても面接自体が困難と
なったという点も指摘されている。
第二に，以上の理由におとらず，センサス経費の節約という要請がつよ
いことである。
注）筆者はたまたまアメリカ留学中の1979年秋に商務省センサス局にOrvinL
Wilhite農業課長（1976年４月-1980年１月）を訪問しMail方式採用の根拠
を質問したが，そのさい同氏がもっぱら強調されたのは第一の点であった。
一般に郵送による調査票の配布，回収（mailout/mailback）方式の利点
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は，回答者が都合のよいときに自ら調査票への記入ができるので，調査員
面接方式とくらべて内容の正確性が高まる点にあると言われている。
しかし，その実績からふると，調査票の回収に長期間を要することにな
ったばかりか回収率の低下（1974年はとくに著しかった）という問題が生じ
ている。
とりわけ郵送リスト作成の不備と関連して小規模兼業農場の把握率に大
きな問題が生じ，これが調査結果の連続性の上で困難をもたらしている。
注）農場の定義の変更に加えてメール調査方式の採用により調査結果の直接比較
が困難となっている事情についてはすでにⅡの１でもふれているので参照のこ
と。
郵送リスト作成の基礎資料とされたのは，ＩＲＳ〔財務省内国税収入局
(国税庁)〕の農業所得税申告書の個人ファイルおよびASCＳ〔農務省農業
安定保全局〕の生産者ファイルである。
小規模農場のリストもれは，これらの基礎資料の性格に原因があると言
ってよい。
たとえば，連邦所得税納入の義務のない低所得農場は申告書の個人ファ
イルから除外されているし，又，農業安定保全局の生産者ファイルも，こ
れが価格支持貸付に関連する記録であるところから同様の傾向をもつデー
タであるとふて間違いない。
おわりにメール方式への転換にかんする二人の専門家の批判的見解を記
しておく。
まず，Bonnenは言う。
「メールへの転換はセンサス費用の段階的拡大を緩慢にした。しかし，デ
ータの適時性と質の点について犠牲を払ったのである｣(1)と。
Upchurchのメール方式批判はさらにきびしい。すなわち「1969と1974
センサスはほとんど完全な郵送で行われた。この郵送回答への依存は，事
実上，1969と1974センサスを，それが代表すると思われる農場の母集団に
かんする十分な知識のないサンプルにしてしまった｣(2)と。
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注）センサス局は1974年の経験にかんが承,農場カヴァリッジをあげるため1978
年農業センサスにおいて郵送リストの改善をはかるとともに全国6,400のサン
プル地域について直接訪問調査を併用した。
（この点にかんする1978年の措置については(Ⅳ)でもふれる）
（１）Bonnen，“Assessment''，ｐ３９１． 
（２）Upchurch,“DevelopmentinAgriculturalEconomicData,，,ASurvey 
ofAgriculturalEconomicsLiterature，ＶＯＬ２，１９７７，ｐ３１１． 
（３）センサス農場定義批判
農業センサスにたいする批判の高まりが集中している点の一つは，農業
センサスが対象とすべき農場の定義についてである。
1850年センサスにおいて，農業の調査票が独立し，農業経営が単位とし
て規定されるようになって以来，毎回の農業センサスは，農場の最低限基
準(minimumcriteria）を設定することによって農場にかんする統計上の定
義を与えてきた(1)。
この最低限基準は多くの場合，土地面積と農産物生産額(又は販売額）の
二つの指標の組匁合せによって規定されてきた。
農場の最低限基準は1850年以来８回の変更を承ている。
いま1950年以降について採用された最低限基準を一覧表にまとめれば表
１のとおりである。
表１センサス農場の最低限基準
士地面積 農業生産額又は販売額
'9雲|面積規定なし|販売額LOOCﾄﾞル
鷺｝ 最低限基準ﾙｰ鞠-|:贄:ニニガニ篝:麓'１鰯鯛 ドルﾄﾞル
､:;}最低限基準一一|露:ニニガニ榮嘉二鬮鰯鯛
一一一一一己－－－－￣￣-－－－－－－－－－
１９７４CensusofAgviculture，Vol．Ⅱ，Ｐａｒｔｌ，ｐ、５．
ドル
ﾄﾞル
１４Oアメリカ農業の構造変化と統計体系再編の方向
最低限基準は，全体の農業生産にとってわずかの貢献しかしない農場を
センサス農場から除外することによって，かえって全体の農業構造にかん
する正確な認識がえられるという理由から引上げられてきた。
しかし，誰もがその理由に賛成してきたわけではない。1959年の定義変
更のときにも，今'111の1974年のさいにも賛否のⅢ]に1な対立があった。対立
する二つの立場とは，ｉ伎低限基準の引上げを農I(と切捨て（countingout
farmers）であると批判する立場と，他方，農業経営とはいまや関係をもた
ない他の職業のものまで含めることによって農場と農場人口を政治的理由
から故意にふくらませるものとしてこれに反対する立場とである。
ところが，農業構造変化による伝統的農業データ体系の陳腐化を鋭く衝
く論者にとっては，このような農場の最低限引上げをめぐる賛否の議論自
体が本質をはなれた知的に無益なものと受取られている。
というわけはこうである。すでにゑてきたように，かつては農場活動の
一部であった諸機能が農場外に移行し統合企業によって行われるようにな
ってきていること。
たとえば，農業生産資材供給企業は商品の販売や配達にとどまらず，機
械修繕や運転，肥料や農薬の撒布にまで手を拡げ，又，農産物加工企業が
生産物の選別，輸送，包装，配給まで担当するようになっている。他方，
農場に居住はしていても農業経営とは関係をもたないものが増大している
こと。
このような事態の進行によって農業の領域，あるいは，そこにおける農
場活動の範囲がぼやけ農場の伝統的概念自体がくずれつつある。そのよう
なとぎに，そのくずれつつあるものの外形的測定指標をあれこれ論ずるこ
とに何程の意味があろうかというのである。
この問題意識をBonnenは次のように言いあらわしている。
「概して我々は同じ概念についていろいろな定義をいじくりまわしてⅥ間
に合せて〃きた。
こういうわけで，たとえば最近のほとんどすべての農業センサスでは農
1４１ 
場が定義し直されてきた。しかし，たとえ新しい定義がどれほど賢明なも
のであっても概念自体が利用の上で徐々に陳腐化してくるので，我々は，
多くの場合，もはや存在していない何物かを相変らず測定している｣(2)と。
このようにざいきんのセンサス農場定義批判は，農業の構造変化に伴う
農場活動の範囲の不分明化というZh:態の認識とともに提出されている。こ
のより根底的な批判によって，農場の最低限基準の引上をめぐる従来の定
形的やりとりは影を薄められてしまったようにみえる。Upchurchも，こ
の点に関連して次のように言っている。
「農場と農場世帯を一体化したものとふる概念に固執するかぎり，農場の
定義をめぐる議論にとって有用な答えはおそらくでてこないであろう。販
売額の水準をいくらいじくりまわしても農場データの基本問題は何ら解決
しないであろう」(3)と。
だが実は，このようなセンサス農場定義批判は，農業センサスがいぜん
として農場と農場人口にかんするセンサスの域にとどまっているという
農業センサスそのものの在り方にたいする根本的批判の一部をなしている
とふることができる。
最低限基準を設定して農場（farm）を数え，その農場に居住する人口
(farmpopulation）についての情報をあつめてゑても，それは，農場の前
方と後方にひろくひろがる全体の経済活動を含む農業産業（agricultural
industry）の姿，又，農場人口の４倍の非農場人口を含む農村地域住民の
姿についてのデータ要求にこたえるにはほど遠いものであるという批判で
ある。
（１）センサス農場の定義の変遷についてはBrewster，ＤａｖｉｄＥ，“Some
HistoricalNotesontheFarmDefinition''，Ａｇγｊｃ〃〃"γαノECO〃o”ic
Researc"，ＶＯＬ２９，Ｎｏ．１，Jan1977,ｐｐ、28-30.を糸よ・
（２）Bonnen，“Assessment''，ｐ､３８９． 
（３）Upchurch,“StepsTowardBetterDataFortheFoodlndustry'，,ｐ､６． 
（４）センサスのその他の対応
近年における農業の構造的変化のインパクト，又は，それを受けて一層
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高められているセンサス批判にこたえて，セソサス当局も各種の対応をせ
まられている。
すでにふてきたような農業センサスの実施時期を他の経済センサスと一
致させて相互関連的利用効果をあげようとする措置などはそのための大き
な第一歩と言ってよいであろう。
又，メール調査の方法への転換も，センサス費用の拡大を抑制するとい
う理由も大きいであろうが，やはり，農業構造変化への対応的措置であっ
たと言ってよかろう。しかしその結果が別の新しい大きな問題をひきおこ
すことになっている点についてはすでにふた。
では，そのほかに，ざいきんの農業センサスにみられる新しい対応のい
くつかにふれておこう。
まず，1969年センサスにおいてはじめて農業サービス業（Agricultural
Services）の調査がセンサスの一環として含まれるようになったことであ
る。この措置は，伝来の農業セソサスが農場と農場人口のセンサスという
枠からはじめて－歩ふみ出したものであるとしてセンサス批判者から大き
な評価をえたのである。
農業サービス業の調査は，その後，1974,1978セソサスでもひきつづき
実施されている。これの調査結果は標準産業分類(SIC)による事業所ペー
スで分類表示されている。そして1982年に農業セソサスが他の経済センサ
スと同時に実施されるようになる機会に一層の改善が見込まれている(1)。
又，農業センサス・データと一般経済センサス・データとの結果の統合
的利用を進める試みとして，1974年農業センサスでは，年間農産物販売額
2,500ドル以上の農場について，はじめて事業所概念にもとづく標準産業
分類（SIC）別データ（部門分類基準は農産物販売額のうち特定生産物が50％以
上）が作成されている(2)。
さらに法人や共同という新しい組織の展開に伴って，1969センサスで，
はじめて，法人（Corporation)，共同（Partnership)，個人（Individualor
Family）という経営組織のタイプ別分類（法人についてはさらに株主10人以下
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と11人以上に区分）が導入されている。つづいて，1974年には，農業センサ
スとしては,はじめて法人ならびに共同経営の補足調査が行われている(3)。
また，各種の契約農業が普及してくるのに伴って，農業センサスにおい
ても，いままでこれにかんするデータを与えてきた。
しかしこれまでのデータは契約協定のもとで生産又は販売される商品の
割合をとらえる程度であった。
1974年農業センサスでは，センサスの結果，契約農業に関係のあったも
のについて1977年にサンプル調査（肉牛，養豚，鶏卵，ブロイラー，加工トマ
ト，馬鈴薯など８品目）を行ない，契約の種類，内容，特徴などについて報
告している(4)。
以上，やや詳しくゑてきたように，さいぎん農業構造変化のもとで，農
業センサス事業も各種のインパクトを受け，種々の対応がとられているこ
とが分る。
しかし，それにも拘らず，いままでのところ「センサスはいぜん本質的
に農場センサスである」（TheCensusremainsessentiallyaCensusof
farms)(5)との批判をまぬがれていない。
しかもさらに興味あることは，セソサス批判者が農業セソサス改革にた
いする商務省当局の対応姿勢にたいしてもあわせて批判をつよめているこ
とである。
たとえば次のとおりである。
「商務省のトップの政治的指導は，あまりにもしばしば農業センサスを商
務省の任務にとって限界的なもので，予算削減や管理上の手抜きの当然の
候補となる奉仕業務とふてきた｣(6)と。
そして，このような状態がつづき，農業センサスの改善が進まない場合
には農業センサスの農務省への移管が主張されることになろうと注意を喚
起している(7)。
注）農業データ体系の二大系統をなす商務省センサス局の農業センサスと農務省
系統の各種のカレントな標本調査との間には，一般に，農業センサスが農務省
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のサンプルによる推定にたいしてベンチマークとしての役割をもつ（農務省は
センサスの最大のcustomer）など相互補完的関係が強調されてきた。
又，農業センサスにたいする農務省の意見，要望はセンサス局が設置してい
る農業統計センサス諮問委員会（CensusAdvisoryCommitteeonAgricul
tureStatistics）のメンバーとなっている農務省統計調査の機関代表を通じて
提出されることになっている。さらに，現在，センサス局と農務省との関係を
円滑にするためセンサス局農業課の中に農務省ＥＳＳの連絡事務官（Census
Liaison）が常駐している。
それにも拘らず，事あるごとに，この二つの系統の農業データ収集，加工機
関にたいする，組織の一本化が政治問題とのから象で提起されている。
農業経済学会経済統計委員会の報告（1972年）は次のように述べている。
「(連邦統計制度の）集中化対分散化の闘いは官僚制度と同じ位に古いもの
で，どちらの問題の立てかたも，その時の状況次第で都合のよい議論をやりう
るものである｣(8)と。しかし，同委員会は農務省の統計収集機能を商務省セン
サス局へ集中するという提案にたいしては，データの収集と分析を切り離すこ
とになるような組織変更は農業データ体系の改善にはならないと警告を発して
いる。ところが，1973年には，逆に，農業センサスを農務省に移管するという
提案が出され議会で公聴会も開催されたのである。農務省に移管されるときに
は５年サイクルのセンサスは毎年のサンプル調査に再設計されることになろう
という。いずれにせよ農業構造の変貌とともに，これら農業データ収集・加工
の二大系統の長い間の平和的共存の関係にも動揺がふられる。
（１）1974農業センサスの農業サービス業の調査結果報告書は下記のとおり。
１９７４CensusofAgriculture,ＶｏＬＩＩＩ,AgriculturalServices（lssuedMay 
l977）なお1978農業センサスの農業サービス業調査結果報告書もざいきん刊
行された。１９７８CensusofAgriculture，ＶＯＬ３，AgriculturalServices
（lssuedOcL1980）ついでながらこの結果によれば農業サービス業の事業
所数は1974年の６１千から1978年には９３千にふえている。
（２）この結果の報告書は下記のとおり。
l974CensusofAgriculture，ＶｏｌＬＰａｒｔ８， 
StandardlndustrialClassificatioｎｏｆＦａｒｍｓ（lssuedJulyl978） 
（３）この結果の報告書は下記のとおり。
１９７４CensusofAgriculture，ＶｏｌｌＶ，SpecialReports， 
Ｐａｒｔ５，CorporationinAgriculturalProduction（lssuedNoM1978） 
Part６，PartnershipsinAgriculturalProduction，（IssuedFebl979） 
145 
この結果の報告書は下記のとおり。
1974CensusofAgriculture，ＶｏＬＩＶ,SpecialReports， 
Ｐａｒｔ７，AgriculturalProductionandMarketingContracts（lssued 
Febl979） 
Ｂｏｎｎｅｎ，‘`Assessment,,，ｐ、390．
Ｉｂｊｄ.，ｐ391. 
16Ｍ． 
AAEACommitteeonEconomicStatistics，１９７２，０Ｐ．Ｃが.，ｐ、873．
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１．再編の基本的観点
すでにゑてきたように，農務省が作成する経済指標と部門勘定の伝統的
データシリーズは，経営と家計の一体化した全国家族農場の概念をその基
礎に据えて経営活動と農民福祉の双方のバロメーターを同時に与えようと
するものであるため，家族農場分解の進行とともに現実分析の役に立たな
くなってきていると批判されている。
又，農業センサスのデータも，いぜん，伝来の農場と農場人口にかんす
るセンサスの域にとどまっていると強い批判を受けている。
伝統的農業データ体系にたいする根底的批判者たちは，農業データ体系
が反映するべき対象について規範的な変化が生じているものとみている。
これは合衆国農業の現実の基本的構成部分を，もはや多かれ少なかれ経
営と家計の一体化した同質的な家族農場の集団としてとらえることができ
ないという認識である。
したがって家族農場概念を基礎におく伝統的データ体系は現実の世界を
正しく反映せず，現実について陳腐な表現を与えているとふる。そこに，
農業の構造変化に伴って深刻化しているデータ問題の危機がある。およそ
このような認識が1959年のＲａｕｐの問題提起であり，又1972年の農業経済
学会経済統計委員会の告白における基本的認識であった。
それならば，どのような「パラダイム」によって農業・農村データに新
しい体系化の基礎を与えることができるというのであろうか。
１４６アメリ力農業の構造変化と統計体系再編の方向
農務省ＥSCSのスタッフがとりまとめた「アメリカ農業構造の諸問題」
(1979）は家族農場分解の帰趨についてつぎのようにゑている。
「合衆国の農場構造は小規模農場を兼業で経営する著しく多数の農民と，
一方，大規模農場を経営する少数の専業経営者という二元的（dualistic)構
造になった｣(1)と。
そのうえ，まえに承たように，これら多数の小規模農場の兼業農民は，
もはや「農業階梯」をのぼって自作専業農場に移行するために，過渡的な
手段として兼業形態をとる農民なのではなく，兼業農業自体を目的として
滞留的性格をつよめている。
また一方，農業生産の専門化と集積をつよめマーケットシェア拡大の担
い手となっている少数の大規模商品生産農場は農業関連企業の統合体制に
くふこまれ下請工場的性格をつよめてゆく方向をとっている。
ところで，このような合衆国農場構造の二元化という認識は，1960年代
末から1970年代にかけて，連邦政府の農政対応の上にも明瞭に反映されて
くる。
すなわち，前者については，世帯の福祉の観点に立った農村地域住民の
雇用と所得保障中心の農村開発政策，又，後者については，経営の効率性
の観点に立った価格や融資を中心とする食栂・繊維産業政策という政策上
の二元的対応である。
Bonnenもこの二元的政策対応の背景についてつぎのように述べてい
る。
「1950年代までは農業政策と農村政策は同義語とふられていた。
そこでの国の政策対応は経営者としての農民に焦点をあてた農村福祉政
策であった」
しかし「農業と農村はもはや同義語とは承なされないという実感の増大
が，はじめて新しい政策の発意をもたらした｣(2)と。
この「新しい政策」とは農村地域全体を対象とした雇用と所得補償中心
の農村開発政策のことにほかならない。
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以上に糸たような政策対応のもとで，農業・農村データ再編の基本方向
が展望されていると言ってよいのである。
Upchurchは政策の側から次のように述べている。
「さいきんの政策論議は，たんに農業経営についてだけでなく，食糧・繊
維産業全体およびその主要部門の業績をめぐって，又，たんに農業に従事
している人々や農場に住んでいる人々についてだけでなく農村住民の経済
状態をめぐってたたかわされるようになっている｣(3)と。
データ体系再編の方向は，現実の農業・農村の動きを一面，反映してい
ることはたしかであるが，又，いままでZＫきたような政策対象を分明化
してゆこうとする方向とも密接に対応している。
1980年代の連邦統計計画の枠組を展望した連邦統計政策基準局の「フレ
ームワーク」によれば，農場部門勘定においてなされるべき大きな変更
は，まず，経営部門と世帯部門を分離することであり，そのうえで，農場
経営部門データは農業関連産業を含む広い食糧・繊維産業の統合的データ
体系（integrateddatasystem）の中にくゑいれて位置づける。これにたい
して一方，農場世帯部門データは，農場居住人口の４倍の多様な都市的職
業に従事する非農場人口を含む農村地域住民にかんする社会経済データ体
系の構成分としてとらえる，という方向が明瞭にでている(4)。
すなわち，農場経営部門（farmingsector）データは事業所を基本的観察
単位として，食糧・繊維産業にかんする経済データ（economicdataforthe
foodandfiberindustry）体系の構成部分に，そして一方，農場世帯部門
(farmhouseholdsector）データは世帯を基本的観察単位として農場・農村
住民にかんする社会データ（socialdatMorfarmandruralpeople）体系の
構成部分に組糸いれて整備してゆこうというのが基本方向であるとみてよ
い。
伝統的な農場データ統計を，このような二大体系に分割再編してゆこう
とする基本構想は，すでに述べたように，家族農場分解の帰趨を見とおし
たアメリカ農業の二元的構造という認識，およびこの認識を前提とした二
１４８アメリ力農業の構造変化と統計体系再編の方向
元的な政策対応の方向に見合った農業・農村データ体系の再編の方向を内
容としている。
だがその現在の到達状況についてBonnenは次のようにゑている。
「我々はいぜんとして現代の食糧・繊維産業と，その構成部門とを記述し，
範祷化し，部門統計としての一般的概念的基礎を与える適切なパラダイム
を持っていない｣(5)
又，同じく農村地域住民にかんする社会経済データ体系についても「デ
ータ収集のためにも，分析のためにも，なんらかの首尾一貫した概念上又
は理論上の基礎を欠いている｣(6)と。
（１）ＵＳＤＡ,“Structurelssues''０'．ｃが.，ｐ､２７３．
（２）Bonnen,Ｊ､Ｔ・ａｎｄＧＬ・Nelson,“ChangingRuralDevelopmentData
Needs，,，Ａ郷eγ、ノ．Ａｇγ・ＥＣＯ池６３，１９８１，ｐ、３３９．
（３）Upchurch,Ｍ､Ｌ,“DevelopmentsinAgricultuarlEconomicData，，， 
ASurveyofAgriculturalEconomicsLiterature，ＶＯＬ２，ｐ、３６８．
（４）“Framework,',ｐｐ､40-41. 
（５）Bonne､,“Assessment''ｐｐ､387-389. 
（６）Ｉ６ｊｄ.，ｐ､３９２． 
２．バランスシートと所得統計の改訂
上に述べたような基本的考え方に立つとき，バランスシートと農場所得
の統計についてなされるべき第一の大きな変更は，経営部門と家計部門を
分離し，分離した所得と財産勘定が経営活動の糸を反|決するような体系に
するということになる。
農務省ＥＳＳは，現在この基本線に沿って，伝来の部門勘定体系を再編
成し，新しい農場所得とバランスシートの統計を作成する作業をすすめて
いる。
そして，この新しい改訂シリーズをはじめて掲載した報告書が1980年１２
月に刊行された。
その報告書は，巻頭に改訂の趣旨を次のように述べている。
「新しい勘定は，農場経営部門（国民経済の経営部門の一部門）という生産
1４９ 
単位（事業所）の経済的活力のiilUl度を，農場世帯（国民経済の家計部門の一部
門）の福祉から分離するという考え方を基礎にしている｣(1)と。
注）ＥＳＳは今回の新しい概念にもとづく改訂計算を行うにあたり，従来，別個
に作成され別々の報告書によって公表されていた｢農業部門のパランスシート」
と「農場所得」の統計の二つを関連的体系のもとに組立てて「農場部門の経済
指標」シリーズの中の「所得とバランスシート統計」として公表することにな
った。
新方式による1977～1979年分の統計は1980年１２月にはじめてＥＳＳから
EconomiclndicatorsoftheFarmSector；IncomeandBalanceSheet 
Statistics，１９７９として公表されたが，この新方式による数値はまだ公式に採
用されていないということで，報告書には新・旧両方式の統計が併行して掲載
されている。
なお，このEconomiclndicatorsoftheFarmSectorの改訂シリーズは，
今後次の４部構成で公表されてゆくことになる。
すなわち
IIncomeandBalanceSheetStatistiＣｓ． 
ⅡStatelncomeandBalanceSheetStatistics 
ⅢProductionandElHciencyStatistics． 
ⅣCostsofProduction 
である。このうち1979年版について今'二1までに刊行されているのはＬⅡ，m
でありⅣは1981年末に刊行が予定されている。
この新シリーズの刊行によって従来，長い間親しまれてきた以下の四つの年
報は廃止されることになる。
すなわち，〔１〕BalanceSheetofFarmingSector．〔２〕Farmlncome
Statistics，〔３〕StateFarmlncomeStatistics，〔４〕ChangeinFarmPro‐
ductionandEfHciencyである。なお，以上の改訂作業の担当課はESS，
NationalEconomicsDivision，Economiclndicators＆StatisticsBranch 
（課長はGeorgeH・Hoffman)である。
ここで農業データ体系再編の方向を一層具体的にたしかめるために，バ
ランスシート統計と所得統計について，それぞれの改訂形式と旧形式を比
較対照して改訂個所を指摘しておこう。
表１がバランスシート統計，表２が所得統計のそれぞれ新・旧形式によ
る比較表である。
１５Oアメリカ農業の構造変化と統計体系再編の方向
まず，バランスシート勘定について主要な改訂点を列挙してふれば次の
とおりである。
（１）農場資産，負債の不動産勘定から，それぞれ住宅勘定を除去。
（２）自動車，トラックの家計負担分を除去。
（３）農場資産，負債から備付家具勘定を除去。
（４）定期預金，貯蓄債券を金融資産から除去。
次に，所得勘定については次のとおりである。
（１）農業粗収入と経営費から家屋賃貸価格および関連支出を除去。
（２）旧方式では家屋賃貸価格を含む農業粗収入から経営費を差引いたも
のを農業純所得（Netfarmincome）として示し，農場生産の成果の指
標としていたが，新方式では，この項目を廃止し，その代りに，経営
者報酬（Returnstooperators）という項目を新設し，これによって住
宅関連項目を除去した経営収支の結果を示している。
経営部門から家計部門を分離して，農業経営活動の成果の経営者帰
属の関係をはっきりさせようという意図からであろう。
（３）首題の趣旨とは直接関係がないが，大きな変更点としてＣＣＣ（商品
金融公社）のストックの取扱いがある。これが販売ではなく貸付とし
て取扱われるようになった。
そのほかの取扱いの変更については表中の「変動の理由」もあわせて参
照されたい。
長い間，パランスシート統計の解説と作成の手引であったハンドブック
では，傭付家具や貯蓄債券，定期預金などを「農業経営に大いに必要であ
るか，又は密接に関連している農民の資産である」として「農場資産に含
める｣(2〕よう指示していた。
新方式ではこれが否定された。
言うまでもなく，経営部門から家計部門を分離し，資本勘定は経営部門
の承を含むようにするという考え方からである。
又，同じく，農場所得統計作成の手引が
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表１パランスシート統計の新・旧形式の比較（1980.1.1）
新形式｜旧形式
資産：
〔Ａ〕総農場資産
不動産
家畜・家禽
機械類・自動車
Assets8 
Totalfarmassets 
Realestate 
LivestockandPoultry 
Machineryandmotor 
Vehicles 
Automobiles 
Trucks 
Tractors 
Othermachinery 
Crops 
Financialassets 
Timedeposits 
Currency 
Demanddeposits 
lnvestmentsin 
Cooperatives 
US，Savingsbonds 
Householdequipment 
億ドル（変動の理由）億ドル
8,2109,189 
6,137経営者住宅(除去）６，７１２
６１２６１２ 
８８４９４３ 
自動車
トラック
トラクタ一
その他機械類
作物
金融資産
定期預金
通貨
要求払預金
協同組合出資
２０家計負担分(除去）
６７家計負担分(除去）
268 
528 
331 
246 
（除去）
１９ 
５４ 
１７３ 
４
３
８
８
１
５
６
９
４
６
 
６
８
６
２
３
８
８
１
５
８
 
２
５
３
３
 
１
 
合衆国貯蓄債券
傭付家具
(除去）
(除去）
４０ 
２０５ 
Ｃｌａｉｍｓ： 
Totalfarmdebt 
Realestate 
Nonrealestate 
CommodityCredit 
Corporation 
Otherreporting 
institutions 
Nonreporting 
Creditors 
Proprietors,ｅｑｕｉｔｙ 
負債・資本：
〔Ｂ〕総農場負債
不動産負債
非不動産負債
商品金融公社
1,464 
７５０経営者住宅(除去）
７１５家計負担分(除去）
４５ 
1,573 
８２１ 
７５２ 
４５ 
その他報告団体
報告外債権者
〔Ａ〕－〔Ｂ〕自己資本
５５５ 
１１５ 
６，７４５ 
Iｎｃｏｍｅ 
５９０ 
１１７ 
７，６１５ 
EconomiclndicatorsoftheFarmSector： 
Statistics，ＵＳＤＡ，ＥＳＳ，1979,ｐ４． 
andBalanceSheet 
「農場所得シリーズはもともと農民および農場人口の経済状態の主要な測
度であったし，いまもなおそうである」とするとともにこのシリーズが
｢全合衆国農場を一つの産業に承たてた推定を示す｣(3)としている考え方は
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表２所得統計の新・旧形式の比較（1979）
新形式｜旧形式
億ドル（変動の理由）億ドル
1,404 １，４９６ 
１，３２４ １，３１５ 
６８６ ６８６ 
`::}csi(鐡露B'@量
１４ １４ 
１４ １４ 
（除去）９１
２３鬘蝋農章勝２１
農業粗収入：
農産物販売
家畜・畜産物
作物
純在庫変動
政府補助金
自家消費分
家屋賃貸価格
その他農業収入
Ｉｎｃｏｍｅ： 
Ｆａｒｍmarketings 
LivestockandProducts 
Crops 
Netinventorychange 
Governmentpayments 
Valueofhomeconsump‐ 
tion 
Rentalvalueoffarm 
dwellings 
Otherfarmincome 
農業経営費：
飼料
家畜
種子
肥料・石灰
農薬
燃料・油
電力
修繕・工作
機械賃借，請負
作業
雇用労働賃金
販売手数料
その他費用
利子
不動産
非不動産
事業税
資本的消費
士地所有者純地
代
経営者報酬
農業純所得
経営者所得
農業所得
農外所得
Expenses： 
Feed 
Livestock 
Seed 
Fertilizerandlime 
Pesticides 
Fuelandoil 
Electricity 
Repairandoperation 
Machinehire，Custom‐ 
work，andContractlabor 
Wagestohiredlabor 
Marketingcharges 
Otherexpenses 
lnterest 
Realestate 
Nonrealestate 
Businesstaxes 
Capitalconsumption 
Netrenttolandlords 
Returnstooperators 
Netfarmincome 
Operators，ｉｎｃｏｍｅ： 
Farmsources 
Nonfarmsources 
1,186 
１７０ 
１２７ 
３４ 
６７ 
３１ 
６３ 
１６ 
７４ 
３２ 
９２ 
１８ 
４９ 
１２８ 
６３ 
６６ 
４３ 
１９０ 
５３ 
1,147 
１７０ 
１２７ 
３４ 
６７ 
３１ 
６３ 
１６ 
６９ 
４１請負賃金（加算）
８３請負賃金（除去）
１８ 
４４ 
１２３ 
５７獺住宅部分
６６ 
39 
162醤篁壽雰轤亨
６０ 
２５７（新設）
（廃止） 310 
654 
310 
344 
651 
307 
344 
ＩｂＭｐ，５． 
１５３ 
新方式でIま否定されてU､る゜
同じく経営部門と家計部門を分離し，農場所得勘定には経営活動の承を
反映させるという考え方からである。
ところで，上にゑてきたＥＳＳによるバランスシートと所得統計データ
の改訂作業は，いずれも農業経営部門（farmingsector）にかんするもので
ある。農業データ体系再編の基本構想からすれば，こんご，これらの作業
は農業経営部門にとどまらず，食糧・繊維産業部門を構成する諸他のアグ
リピジネス部門にまで拡大され，この産業部門全体の統合的データ体系の
構築を目ざすものと思われる。
ついでにここで，パリティ価格批判の問題にふれておこう。
パリティの概念はニューディール期の諸立法の中心であった1933年農業
調整法の目的として，この法律にかきこまれたところに端を発している。
パリティ価格は，農産物の価格にたいして，それが基準期間（1910-
1914）において購入商品にたいしてもっていたのと同じ水準の購買力を保
証するというのが基本的考え方である(4)。
ざいきん，次の二つの点にかんして批判が生じている(5)。
第一は，1910～1914の期間を農・工生産物の価格関係が均衡していた時
期であったと承なしこの時期を基準とすることについてである。
第二は，この場合の購入商品には農業生産上に必要なものだけに限らず
食糧，衣料，家具，自動車，建物材料など生活上の必要品を含んでいるこ
とについてである。
第一の点について。1910-1914が基準期間とされているが，ざいきん数
十年間の間に生じている農業生産部門や生産資材部門の技術と経済構造の
著しい変化はこの期間を基準時とすることを陳腐なしのにしてしまったと
いうのである。
第二の点について。パリティ価格算定のさいの農民支払価格指数品目の
なかに家計用品を含んでいるが，このようにしてパリティ価格概念に農民
福祉を反映させようとするのはもはや事実に即さないというものである。
１５４アメリ力農業の構造変化と統計体系再編の方向
この批判点は経営と家計を分離するデータ体系の構想の一環をなすもので
ある。
（１）EconomiclndicatorsoftheFarmSector：IncomeandBalanceSheet 
Statistics,1979,ＵＳＤＡ,ＥＳＳ,StatisticalBulletinNo、６５０，Dec、1980,ｐ１．
（２）MajorStatisticalSeriesoftheUS、DepartmentofAgriculture,ＶＯＬ
６，LandvalueandFarmFinance，ＵＳＤＡ，1971,ｐ２． 
，ＶＯＬ３，GrossandNetFarmlncome，ＵＳＤＡ， (３） 
1969,ｐ２． 
－，ＶoLLAgriculturalPricesandParity，ＵＳＤＡ， (４） 
1970,ｐ、２０．
（５）パリティ価格概念批判については“Framework，，,ｐｐ､41,416,Bonnen，
“ImprovinglnfOrmation''，Ａ"cγ・ノ．Ａｇγ・ＥＣＯ"．57,1975,ｐ,７５７．
３．農業センサス再編の方向
すでにくりかえし指摘してきたように，伝来の農業センサスにﾌﾟこいする
根本的批判は，それが依然として農場と農場人口にかんするセンサスの域
にとどまっているということであった。
すなわち，農場経営部門の経済活動は，もはやアグリピジネスを含む全
体の食糧・繊維産業部門の15％以下に低下してしまったのに，又，農場人
口は，すでに全体の農村住民の１/4以下という小さな部分を占めるにすぎ
なくなってしまったのに，そのうえ，農場居住と農業経営との乖離が顕著
に進行しているにも拘らず，農業センサスは，相変らず本質的に農場と農
場人口のセンサスにとどまっているという批判である。
では，すでに述べた農業データ再編の基本的観点に立つとき農業センサ
スはどのように改革されるべきものとされるのであろうか。
農業センサスのあるべき新しい方向について多くの発言をしている
Upchurchは，農務省の特別委員会や諮問委員会による農場所得やバラ
ンスシートや食糧流通経費にかんする研究作業は有用だとは言え切れぎれ
の改善をもたらしたにすぎないと述べつつ，そこには「現代の食糧産業の
現実を反映するよう体系再設計の方法を示唆したものはほとんどない。こ
うして情報装置の片々をつなぎ合せているうちに装置自体がいよいよ陳腐
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化してしまった｣(1)と事態を総括する。
農業センサスを農場と農場人口のセンサスから解放するための基本的観
点とされているのは，農業経営データと農場世帯データとを切りはなし
て，農業経営データを諸他の工業・商業などの経済センサスデータととも
に統合的体系の一環に組糸いれることによって食縄・繊維産業の現実の構
造を反映させるよう再編成することである。
すなわち，アグリピジネスを含む食糧・繊維産業の統合的な勘定体系を
与えうるように再編成することが農業データ体系のとるべき方向とされて
いるのである。そのために農業センサスは工業センサス・商業センサスと
結合されねばならず，この産業の統合的体系の基本的骨ぐゑを与えるよう
に再編成されるべきであるということになる。Bonnenが農業センサスの
概念上の陳腐化の根拠を「全体の食糧部門の経済活動を述べる適切なパラ
ダイムを欠く点｣(2)にゑているのはこの意味からである。
すでに前に述べたように，1982年において，はじめて農業センサスの調
査時期は他の経済センサスのそれと一致することになるが，この措置も食
糧・繊維産業の統合的データ体系を与えるという農業データ体系改革の目
標に向っての段どりにほかならない。
調査の実施時期の同一化は，当然，食糧・繊維部門を構成する各部門に
おける基本的観察単位の共通化の上に統合的体系を立てるところまで展望
することになる。
すなわち，農業経営部門における経営体を他の経済センサスにおける事
業所（establishment）概念と同一のものとして取扱い，農業センサスデー
タを工業，商業センサスと同時に収集することによってデータの統合的体
系化が可能になるものと承られているのである。
センサス局次長（経済部門担当）も今後の農業センサスの方向について次
のように述べている。
「さいきん10年の間に食糧産業の構造と機能において大きな変化が生じて
いることが知られている。食糧の生産と取引は一層高度に専門化ざれ統合
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癖》釦櫻》》》》》蹄》密》》帥》醒鐇》》》出罹蝋ノーーーーーく１－－－‐１曲を
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このような食糧・繊維産業の部門構成を前提としたうえで，一つの部門
の産出とこれに続く他の部門の投入とを関連づける統合的データ体系こそ
が，この産業部門の現実の構造をとらえるために必要であるとされる。こ
こで関連づけられる諸部門とは，たとえば，肉牛生産者（農業)→肉牛肥育
場(農業)→精肉工場（製造業)→食肉卸売業（卸売業)→食肉小売業（小売業）
のごとくである。
そして各部門において使用・消費される資源，資産と在庫，産出高と価
額，付加価値額等々の流れを段階的にとらえる一貫的データ体系が確立さ
れねばならないという(5)。
この目的のために，農業，工業，商業センサスのデータ，さらに，所
得，バランスシート，流通経費のデータが統合されることになる。
こうした構想からすれば，伝来の農業センサスはたしかに農場経営部門
にのとZAかんするものであったということになろう。
注）センサス局は，現在，1982年農業センサスについて多方面にわたる準備をす
すめているが，この計画を1978年農業センサスとの関連において，どのように
位置づけているかについて補足しておく。
メール調査方式に切り換えて第３回目の1978年農業センサスでは，主として
データ収集の点にかんして，前回(1974)センサスとくらべて次のような新しい
措置がとられた。すなわち（１）メール・リストの点検と改善のため１頁６
項目から成る簡単な農・牧場識別調査（FarmandRanchldentification
Survey）を行った。
（２）データ収集にあたり，メール調査だけでなく，全国6,400のサンプル地
域について調査員による直接訪問調査を併用した。
これは（１）の措置とともに農場のカヴァリッジを高めるのに役立った。
（３）調査項目の大削減(1974年の24頁だての小冊子から1978年は４頁に縮減）
により報告者の負担を40％がた減少させた。
（４）基本項目以外の特殊項目については三種のサンプルによる事後調査
（1979年の結果について1980年にメールで実施）からデータを得ることに
した。これらは農場経済（farmfinance)，農場エネルギー消費（farm
energyuse)，農場灌慨（farmirrigation）にかんするサンプル調査であ
って州および全国レベルのデータを与えた。
センサス局は以上の措置をとることによって1978年農業センサスを成功させる
158アメリ力農業の構造変化と統計体系再編の方向
ことができたと評価している。したがって，これにつづく1982年農業センサス
は方法論と内容の点で大きな変更を行わないという態度を表明している。
しかし，一方，1982年農業センサスにおいて改正の最大のポイントとされて
いるのはすでに述べたように農業センサスを他の経済センサスと同じ年に同時
に実施することによって，これまでのセンサスでは不可能であった食糧・繊維
部門における統合的なデータ連係（data-linkage）を可能にするところにおか
れている。
この点については，センサス当局自身も「農場から最終消費者に至る生産と
流通過程を跡づける食糧部門にかんする報告を行う計画をもっている」
（"Plansforthel982EconomicandAgricultureCensuses''，Background 
PaperPreparedfortheOctober２３，１９８０，meetingoftheCensusAdvisory 
CommitteeoftheAmericanEconomicAssociation,Ｐｌ）と述べている。
1982年センサス計画の推移はおよそ以上のとおりであるが筆者の知りえたか
ぎりのことでいえば，センサス当局は批判者たち（たとえばＭ・LUpchurch
やＪＴ・Bonnenなど）の根底的批判にこたえるのに，農場の独自概念＝定
義の廃棄を含む全面的な体系の変換によってではなく，むしろ漸進的な姿勢で
対処してゆこうとしているように６３Aえる。
1982年農業センサス計画の輪かくを知りうる資料としては上記のほか次のも
のがある。
○AdvisoyCommitteeMeetingBackgroundPaper，Marcｈ２４，１９８１， 
“1982CensusofAgriculture，MailListEvaluationandPlans'’ 
○ 
"1982CensusofAgriculture，CensusContent'’ 
○ April29，1980, 
“Ｐｌａｎｓｆｏｒｔｈｅｌ９８２ＣｅｎｓｕｓｏｆＡｇｒｉculture,， 
○ 
"ResearchplansandProjects，1982,CensusofAgriculture,， 
○ 
“ProposedChangesfOrl982Census，Contentandpublicationof 
PreliminaryReportsandVolumel', 
（１）Upchurch,ＬＭ.,“Stepstowardbetterdataforthefoodindustry”， 
BureauoftheCensus，1979,ｐ１． 
（２）Bonne､,“Assessment”，pp389-390． 
（３）Upchurch,０ｶ.ｃｊｆ.，foreword（ShirleyKallek)． 
（４）Upchurch,ＬＭ.,“ＴｏｗａｒｄａｂｅｔｔｅｒｓｙｓｔｅｍｏｆｄａｔａｆＯｒｔｈefoodand 
fiberindustry''，Ａ””・ノ．Ａｇγ・ＥＣＯ"、56,1974,ｐ､６３６．
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（５）１６Ｍ 
（６）Upchurch,“Stepstowardbetterdata''，ｐ、１０．
Ｖむすび－家族農場の危機と統計体系の再編
１．農場世帯部門データの行方
農業データ体系を食糧・繊維産業部門の現実の構造と活動の概念化の上
に再構想するものとして打ち出されている統計体系再編の方向は，アメリ
カ家族農場における経営体としての活動と生活体としての活動の分離の進
行，農場経営体からの生産・加工・販売の伝来の諸機能の剥離とそれらの
農業関連企業体への移行，そして，これらアグリピジネスによる農場生産
の統合化の進展という現実の変化の方向を，いわば帰着点において，先取
り的に反映する立場からのものであるということができよう。
そうとするならば，一方，農場経営体から切り離された生活体としての
農場世帯部門については，どのようなデータ体系が展望されているのであ
ろうか。
これも，いままでに述べてきたところから推察できるように，農場世帯
部門データは農村地域にかんする社会経済データ体系の展開のなかに位置
づけられることになる。
そして，このデータ体系は1972年農村開発法（RuralDevelopmentAct
ofl972-それまでのあれこれの農村開発計画を一本化したもの）で方向づけ
られることになった農村開発計画にとって有用な指標を提供するところに
焦点をあわせているとふられる。
農場経営体の農業関連企業体との統合的データ体系が，事業所を共通の
基本的観察単位として構想されているのにたいして，他方，農場生活体
は，世帯を基本的観察単位として農場居住人口の４倍の非農場人口を含む
農村地域住民一般にかんする社会経済データ体系の中に位置づけられるこ
とになる。
ところが，農業経済学会経済統計委員会の1972年報告および1975年農業
１６Oアメリカ農業の構造変化と統計体系再編の方向
経済学会のBonne、報告において指摘されているように，農村地域の社
会経済データにとっての決定的問題はデータの不足であり，より根本的に
は,データの収集と分析のための理論的基礎がないことであるという(1)(2)。
農村地域にかんする社会経済データ体系の基礎概念が不明確なまま，そ
して，その整備が著しく立ちおくれたまま，農業データ体系からの世帯部
門データの切り離しと農業経営部門データの産業統計としての再編成のみ
が先行している。
この点は連邦統計政策基準局による1980年代の「フレームワーク」にお
いても明瞭にうかがえる。そこでは，農業統計体系における農村地域社会
経済データ体系の肢行的立ちおくれが指摘されているにも拘らず，その改
革の展望は貧弱である。たとえば，農村住民と地域にとって必要なデータ
として下水道，水，保健，交通サービス，教育サービスの利用状況にかん
するデータ，又，雇用機会や地域社会の変化の要因にかんするデータの必
要性などが羅列的に指摘されているにとどまる(3)。
そして農村地域の社会経済状況をとらえる社会指標体系の研究方向は，
農村開発政策のための指標に焦点を合わせている。
それにも拘らず「我々は，いぜんⅥ農村開発〃の概念がどういうもので
あるのか明瞭に定義することができない｣(4)といわれている。
指標体系化の理論的基礎を欠いたまま，当面強調されていることの一
つは「社会調査などで報告されるような生活の質にかんする住民の知覚
(perception）からひき出される指標の構築｣(5)であるという。
そして，このような生活の質の主観的評価にかんするデータの収集に予
算をふりむけることの必要性が強調されている。
農場世帯部門データを農村地域の社会経済データ体系の中に位置づける
といっても，実は，このような方向が考えられているにすぎない。
しかしこのような論議のなかで，注目してよいと思われる新しい提案が
農業経済学会経済統計委員会と農務省との農業・農村データ合同研究会
(Ｍａｙ4-6,1977）において提出されている。
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それは，合衆国の代表的な世帯調査（HouseholdSurvey）の一つである
CurrentPopulationSurveyのサンプルを拡大することによって農村地域の
世帯にかんする'情報を広く獲得しうるようにしたうえ，さらに，その調査
票に「農場タイプ」と「農産物販売額」の二つの調査標識を追加して農業
自営業世帯にかんするデータが得られるようにしようという提案である(6)。
注）CurrentPopulationSurvey＝ＣＰＳは1940年にはじめられた全国の世帯を
対象とする代表的なサンプル調査であって，１０年ごとの人口センサスの補間調
査の意味をもつものである。もともと就業と失業にかんする労働力データの収
集に重点をおくものであるが，そのほかに人口の社会・経済的特徴にかんする
広範な情報を与えている。
毎月，センサス局の全国12の地域事務所（regionaloHices）の調査員が調査
世帯を訪問して面接調査によりデータを収集する。サンプルの大きさは，現
在，合衆国レベルの推定のために約58,000,州レベルの推定のための追加サン
プル約11,000であり，サンプルはローテーション方式をとっている。
調査項目は就業，雇用，失業にかんするものが中心であるが，これに追加し
て，月により所得，教育，保健，住宅，農業雇用労働などの項目にかんするデ
ータが収集されている。
たとえば，毎年３月には所得，１０月には学校登録，１２月には農業雇用労働に
かんするデータが収集されるといった具合である。
調査の結果は，人口統計的性格のものはセンサス局の「CurrentPopulation
Reports」のシリーズで，又,労働力にかんするデータは労働省労働統計局
(BLS）の「雇用と賃金」（EmploymentandEarning）のシリーズで，さら
に，農業雇用労働調査の結果は農務省の「TheHiredFarmWorkingForce」
のシリーズで毎年報告されている。
ＣＰＣはこのように利用性の高い多目的調査ではあるが，これから農業関係
世帯の自営業所得を推定するにはなおサンプルの大巾拡大が必要だとされてい
る。
そしてこのためのサンプル拡大の必要性が連邦統計政策基準局の’１フレーム
ワーク〃の中でも勧告されている（"Framework'',ｐ､416）
なお，ＣＰＳの概略については下記資料を参照。BLSHandbookofMethod，
Ｕ・SDepartmentofLaborBureauofLaborStatistics，1976,ｐｐ、５～23．
一層詳しくは下記を参照。
TheCurrentPopulationSurvey，DesignandMethodology，Technical 
Paper40，BureauoftheCensus，Ｕ､SDepartmentofCommerce，1978. 
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この提案は，農場世帯（farmhousehold）と農場事業所（farmestablish
ment）の活動を分離し，そのうえで，世帯（household）と農業経営事業所
(farmingestablishment）とを結びつけて農業関係世帯(householdassociated
withfarming）にかんするデータを収集しようという意図である。
このような提案がなされる基礎には，農場世帯員のなかでの非農場経済
活動の増大，農場には居住するが農業経営には関係のない農場人口の増
大，１農場＝１経営世帯の関係の崩壊，農場非居住の農業経営者の増大と
いった事実の進行がある。そしてそれにも拘らず，依然として，農業部門
では自営業が優勢だという現実があるということであろう。
この提案は，現在の農場居住基準（farmresidencebasis）のデータ収集
をやめて，職業として農業に結びついている農業自営業世帯（household
offarmself-employed）および農業雇用労働者世帯（householdofhired
farmworkers）にかんする世帯基準のデータを収集せよという提案でもあ
る。
そのためにはＣＰＳの拡充が要求されることになる。
農場経営体から切り離した農場世帯データを農村地域住民一般を対象と
する社会経済データ体系のなかにくゑいれるというのが全体の方向となっ
ているなかで，上記の提案は，現実の農民経営の存在を具体的にとらえよ
うとする方向を目指したものと評価しうる。
しかし，この方向でＣＰＳの拡充と改善が行われたとしても，やはり，
農村地域の農業関係世帯について，せいぜい，農業自営業所得がとらえら
れるといった程度にすぎず，農業・農民にたいする農外独占資本の直接的
把握と支配のつよまりのなかで追い込められてゆく農民層の経営と生活を
関連的にとらえるというデータ体系の視点はない。
（１）AAEACommitteeonEconomicStatistics,Ａ””．』・Ａｇｒ・ECO処５４，
１９７２，ｐｐ、872-873.
（２）Bonnen,"ImprovinginfOrmation'',Ａ””・ノ.Ａｇγ,ＥＣＯ"､57,1975,ｐ､７５５．
（３）“Framework”,ｐ､４３． 
（４）Bonne､,Ｊ､Ｔ・andGLNelson,``ChangingRuralDevelopmentData
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Ｎｅeds''，（この指摘はDaft,ＬＭ.，“FederalResearchandlnformation
Need,'’1978.による｡）Ａ”cγ・ノ．Ａｇγ・ＥＣＯ”63,1981,ｐ３３８．
（５）Stuby,Ｒ､Ｇ，“SomenewdirectionsfOrsocialindiｃａｔｏｒｓｉｎｔｈｅＵ.Ｓ・
DepartmentofAgriculture''，SocjczノＩ"ｄjca/oγＲｅｓｅａｒｃｈ．ＶＯＬ６．１９７９，
ｐｐ、273-283.
（６）“IncomeandWealthdataasindicatorsofwell-beingforpeople 
engagediｎｆａｒｍｉｎｇ''，ＡＡＥＡａｎｄＵＳＤＡ，ProceedingsofWorkshopon 
AgriculturalandRuralData，SeriesB，1977,pplO1-102． 
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すでにゑてきたように，伝統的農業データ体系を批判の俎上に載せた
ＡＡＥＡ経済統計委員会やBonnenらが，とくに，データ体系の基礎の理
論的概念の問題に集中的に光をあてたことは，この基礎を軽視ないし無視
する統計形式主義化の傾向のつよまりにたいして重大な警告を発したもの
として高く評価しうる。
たとえば,Bonnenがデータ生産の段階を概念化（conceptualization)，
概念の操作化（operationalizationofconcepts)，測定（measurement)の三段
階に区別して，それぞれの段階に対応するデータの信頼性（reliability）を
概念の信頼性，操作化の信頼性，測定の信頼性として定式化しているこ
と，そしてとくに，現実の社会集団現象の概念化の過程に注目して「も
し，概念が現実世界の合理的かつ正しい反映でないならば，データに傾注
されるどんなに複雑な統計技術も，又，どんなに多額の金もなんら有用な
数字を生産しないであろう｣(1)という観点をデータ生産の拠るべき規範と
している点には賛成しうる。
だが，伝統的データ体系の基礎の検討をつうじて導き出された農業デー
タ体系の再編の方向は，アグリピジネス基準の産業統計と農村地域住民一
般にかんする社会統計とへの分断であった。
そこではアグリピジネスの統合体制への農場生産の包摂の進展に伴う農
民生活へのインパクトという観点も分断されたままである。
家族農場が急速な分解傾向のもとにおかれていることはまぎれもない事
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実であるが，言うまでもなく，それは解体し去ったわけではない。大規模
商業的農場（資本家経営ないし富農）と兼業小規模農場とへの二元的構造に
収束する傾向がつよまってきてはいるが，現在中規模農場だけでも，いぜ
ん，農産物マーケットシェアにおいて１/3以上のウエイトをもっている。
もっともその存立の基盤はいよいよ狭められてはいるが。
商品部門別にゑても，甜菜，甘礁，加工野菜・果実，食鳥，鶏卵，肥育
牛など特定の耕種．畜産部門では農業関連企業による統合的生産の体制が
支配的であるか，又は，その方向にむかいつつある。しかし一方，飼料穀
物（とうもろこし，ソルガム)，小麦，綿花，タバコ，酪農，養豚などなお多
くの部門での商品生産の主力的担当者は，経営規模の点では著しく大きな
差異をもつとは言え，いぜん家族農場であると言ってよい。
そこで，1974農業センサスの結果によってアメリカ農場の階級区分を試
承，各層のマーケットシェアをたしかめつつ中規模家族農場に焦点をあて
てゆこう。
表１は1974農業センサスによって農産物販売額規模別の農場数，マーケ
ットシェア，雇用労働依存状況を示したものである。
注）
（’）表’のうち賃労働の人･年換算については計算の根拠の説明が必要である。
これは，センサスの結果から計算した’農場平均賃労働雇用支出金額（雇
用しない農場も含む全農場平均の金額）を雇用労働者の年賃金で割って人・
年換算した’農場平均の年雇用労働者人数である。このさい雇用労働者の年
賃金は雇用農業労働者の日賃金をもとに年間250日就労として年賃金に換算
したものである。
この農業雇用労働者の日賃金は前記ＣＰＳの12月調査に追加して行われる
農業雇用労働関係の調査結果による。計算の基礎は以下のとおりである。
雛患繍鍵労｜
－￣－－－－－－－－－－￣ 
菫働日簔|菫繼|日
筆者計算
賃金’２５０日分
ドル
1,035 
1,629 
2,814 
ドル
７．０４ 
１０．９３ 
１６．９５ 
ドル
1,760 
2,733 
4,238 
日
1964 
1969 
1974 
147 
149 
166 
AgriculturalStatisticsl980，ｐ、４３２．
表１農産物販売額規模別農場の雇用労働依存状況とマーケットシェア（1974年）
賃労働雇用
農産物販売額農場数 雇用支出総額’農場平均|会費
％ 総数’2,川,3,｡｡。 百万ドル％81,531100.0 百万ドル ％ 4,652100.0 人0.5 ドル2,010 
ＩｉｌＩﾙｌｌＩｊｌﾙ□iilI折
螢:}川ｌ慨證':}剛」;重]:ｉ
鬘}剛|:鑿ijlⅢ|鷺！
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５７１ 
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３０～５０万
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２～４万
１～２万
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（２）1974農業センサスによって常雇（就業150日以上）労働者を雇用する農場
数とその割合，雇用のない農場も含む１農場平均雇用労働者数，雇用労働者
数シェアを農産物販売額階層別（ただし販売額2,500ドル以上）に示してお
けば以下の表のとおりである。
これによれば販売額50万ドル以上の農場ではほとんどの農場が平均20人以
上の常雇労働者を雇用していること，又，常雇労働者のほぼ1/3が全農場数
の０．５％を占めるにすぎないこの層に集中していることが示されている。
常雇労働者を雇用する農場数（農産物販売額別）
二手万に語|ヨ|灘’ ２０ ～5０ １０ ～2０ ４ ～1０ 三４１二２
;;蕊|:1:洲1jｒ１ｉ 223,093 １３．２ ０．４ 100.0 
l974CensusofAgriculture，ＶｏｌⅡ，Ｐａｒｔ７，ｐ、６１．
まず，富農と中農を区分する線がどこに入るかを検討しよう。
アメリカではNikolitchの分析(2)以来，家族従事者数（1.5人・年）をこ
える雇用労働力を用いる経営を家族規模以上の農場（larger-than-family
farms）とし，雇用労働力がこの基準以下の経営を家族農場とするのが一般
化している(8)。
もちろん，これは一応の目安にすぎないがここでは，この基準に従うこ
とにする。
表１によって農産物販売額規模別に賃労働雇用の人・年換算人数をふる
と販売額10万ドルのところにこの線がはいるとゑてよい。
次に，富農から資本主義経営を区別する線をどこに引くか。これも一応
の目安として年間雇用14人程度をこえる経営階層のところに引いてよいで
あろう。そうすると，この線は年販売額50万ドルのところに入る。
すなわち，販売額50万ドル以上の経営を資本主義経営，したがって，１０
～50万ドルの経営は富農とゑてよいことになる。
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では，中農と貧農を区分する線はどうであろうか。この場合には，もち
ろん雇用労働はメルクマールにはならない。そこで農産物販売額規模別の
農業・農外所得の状況を示す表２をみよう。
表２農産物販売額規模別の１農場世帯あたり所得（1975年）
総 所干雫ﾙ|農業所得%|農外所得％ Ｌ
Ｉ
ｌ
 
１０万ドル以上 5７ ９ 13.8 8６．２ 
～１０万
～４万
４
２
 
24.8 79.4 
64.0 
20.6 
36.0 16.1 
１～２万
５千～１万
2.5千～５千
2.5千未満
13.1 60.3 
79.1 
89.1 
90.8 
39.7 
20.9 
10.9 
９．２ 
1２．９ 
13.7 
14.2 
ＵＳＤＡ，ＥＳＣＳ，FarmlncomeStatistics，Aug1979. 
1農場＝１世帯と仮定
これによると，１農場世帯あたり総所得のうち農外所得が過半となる階
層は２万ドル以下であることが分る。ここから２～10万ドル層を中農とゑ
てよいであろう。
しかし，中農層とみなしうるところでも農外所得への依存はかなり高
く，しかも，年を，その依存度は高まっている。〔なお，Ⅱの２で掲げた
表２６併せて参照のこと〕
又，当然のことだが，２万ドル以下の貧農・農村労働者層とみなしたと
ころでは農外所得への依存は格段に高くなる。
もちろん，ここには趣味又は隠退農場，開業直後の農場，臨時的賃労働
又は恒常的農外勤務と零細農場生産とを様々な程度で結びつけているもの
など多様なタイプのものが含まれている(4)。
しかし全体として半プロレタリア層としての性格が強いし，つよまって
きているとふてよい。また，その15～20％にあたる世帯が，1976年におい
て，貧困線（Povertyline）以下であった点にもあわせて注意しておきた
い(5)。
１６８アメリ力農業の構造変化と統計体系再編の方向
注）さいきんのある著作も農産物販売額２万ドル未満の農場を小規模農場と区分
したうえで，この層がもつプロレタリアと生産者の二重の性格について，その
具体的姿を次のように描いている。「事務職員，工場労働者，トラック運転手
という専従の仕事が農場所得によって補充されている。
農場仕事は非番のときにやるが，植付や収穫といった時間のかかる仕事には
休日があてられるか職場から特別休暇をとる。
農業を完全にやめることを望まない小規模農民は，競争のインパクトを緩和
して農業から完全に排除されないようにするためには片方の足を農場外に置く
ことによっての承生産者として存続してゆけるのである｣(6)と。
1974農業センサスによって，農産物販売額２万ドル未満の農場の位置と
性格を示しておけば表３のとおりである。
ところで，大内カ氏は1964および1969年センサスによって上層農場の階
級的性格を検討され，1964年時点で，販売額20万ドル以上層あたりを雇用
労働が15人・年以上になるところから資本家的経営の下限と承なしうると
された。
そしてこれら資本家的経営は，農場数で総農場の０．３％（約１万)，マー
ケットシェアでは約１割であることを検出されるとともに，この資本家的
経営は賃金支払総額の28％を占めていることもあわせて示された(7)。
１０年後の1974年はどうであろうか。まえに糸ておいたように，雇用労働
14人・年以上になる販売額50万ドル以上層は，かたくおさえて，資本家的
経営とゑてほぼ間違いない。（1964～1974の10年間に農産物価格が丁度２倍とな
っていることを根拠とすれば1964年の販売額20万ドル以上層に相当するのは1974年
では40万ドル以上層ということにもなる）
これら資本家的経営は農場数で総農場の０．５％（約１万１千）で，数では
10年前とさほど変りはないが，マーケットシェアでは23％と２倍以上に増
大している。
又，賃金支払総額のうち資本家的経営の占める比率も28％から37％に増
大している。
生産と賃金労働者の資本家的経営への集積の進行は明らかな事実である
と言ってよい。
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表３農産物販売額２万ドル未満農場の位置（1974農業センサス）
農産物販売額
一一一一
２万ドノレ未満２万ドノレ以上
農 場 数（％） 34.6 65.4 
農場士地面積（％）
１農場平均面積（エーカー）
28.9 
１８４ 
7１．１ 
８５６ 
土地・建物価額 ㈹’㈹一作作作
68.8 31.2 
農産物販売額シェア 89.9 10.1 
|； 土地所有（％） ３７．４ ４７．２ 15.2 100.0 ７４．３ １６．６ 9.1 100.0 小計
６５歳以上の経営主（％）
農外就業200日以上の経営主(％）
10.2 
39.3 
22.7 
70.6 
1974CensusofAgriculture各巻該当個所より作成
これら資本家的経営に，雇用労働力が家族労働力を越える富農層（販売
額10万ドル以上層，農場数で約６％）を加えれば，これら富農・資本家経営は
農場数では約７％であるのにマーケットシェアは54％に達する。又，賃金
支払総額の７割はここに集中している。
ところで，中農層と糸なしうる農民層は，農場数で28％，マーケットシ
ェアでは36％を占める。この層の農業生産に占めるウェイトはいぜん無視
できない。
次に，富農と資本家的経営のマーケットシェアを農作部門別に示してみ
ると表４のとおりとなる。
すなわち，野菜，果実，養禽，肉牛，種苗・温室，その他耕種（甜菜・
甘薦など）などの部門において，上層農場のマーケットシェアが格段に高
いことが明瞭に示されている。
これらの部門は，すでにまえにも見ておいたように，独占大企業や農業
関連企業との各種契約やこれらの直接所有による統合の体制が著しく進展
１７oアメリカ農業の構造変化と統計体系再編の方向
している部門でもあった。
表４には，これらの部門を中心として農業関連統合企業への大規模農場
を先頭とする包摂の動きが反映されているとふられるのである。
近年のアメリカ農業構造は，一方に，このような農業関連産業・独占大
企業の下請部門化の方向をとるものを含む大規模商業的農場（資本家的経
営と富農）と他方に，小規模兼業農場（貧農・農村労働者）という両極化し
た階級構造（PolarizedClassStructure）に向って収束する傾向をきわだた
せており，その間にあって，中規模家族農場（中農）は，その存立の基盤
を急速にくずされ，せばめられてきている。
彼等も市場競争の領域にとどまっていようとするかぎり，たえず，生産
性上昇の踏み車（treadmill）を踏み続けねばならず，土地保有規模の拡大
表４上層農場の農作部門別マーケットシェア（1974）
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につとめねばならない。
こうして機械，設備など生産資材の購入を増大させてゆくことになる
が，それは又，負債の重荷をもたらさざるをえない。
そして「農産物価格の低落と上昇する高コストの狭間に捕えられて’１コ
ストと価格のしめつけ〃（cost-pricesqueeze）で苦しむ｣(3)ことになり，こ
の過程に対応できない家族農場は破綻する。
注）とくに，1972年の世界的な異常気象による不作およびソビエトの大量の小麦
買付によってひきおこされた世界農産物市場の逼迫と輸出需要の拡大に対応し
て新しい設備と土地に投資した家族農場経営者は，1976年以降，穀物価格の低
下と膨張した生産費のはさゑうちにあっている。
全体の農産物価格と生産資材価格の関係も1970年代前半と後半とでは明らか
に逆転しており農民に不利となっている。
農民受取・支払価格指数（1967＝100）
’1970119711197211973119741197511976119771197811979 
弧lilliiil鱗iil鱗
支jfw合君口髭I題'１;1畳:l}::■圏}:；に:iにI:に!：
１７２アメリ力農業の構造変化と統計体系再編の方向
規模の兼業農場のように恒常的な農外所得で農場をささえるわけにはゆか
ない中規模農場の追いつめられてゆく姿が示されているとみてよい。
連邦政府の農業政策の展開方向とこれを受けたドラスチックな農業構造
の変化の中で中規模家族農場は追いつめられている。
このような｡'7情の深まりにＭりらず，一方での，アグリビジネス基準の
産業統計の体系と，他力での，農村地域住民一般を対象とする社会統計の
体系への農業データ体系の分断の方向は，家族農場の分解推進の立場から
構想されたものである。
それは追いつめられてゆく中規模家族農業者(middle-sizedfamilyfarmer）
の経営と生活を関連的に把握するデータ体系を，そこにどのように位置づ
けるかという観点を伴わないかぎり，独占資本の立場からのものであると
言わざるをえない。
（１）Bonnen,“ImprovinglnfOrmation''，Ａ”Cγ，／・Ａｇγ・ECO"、５７，ｐｐ
757-760. 
（２）Nikolitch，Ｒ，“Ｏｕｒ31,OOOLargestFarms''，ＵＳＤＡ，Agricultural 
EconomicReport，Ｎｏ．175,1970. 
（３）CongressionalBudgetOfHce,“PublicPolicyandtheChangingStruc‐ 
tureofAmericanAgriculture''’1978,ｐ、１２．
（４）Ｕ､SDepartmentofAgriculture，ESCS,Small-Farmlssues：Proceed 
ingsoftheESCSSmall-FarmWorkshop，Ｍａｙ1978,ＥＳＣS-60,1979． 
（この資料は農産物販売額２万ドル未満の農場を小規模農場に区分し，その
多様な問題点を論じている）
（５）CongressionalBudgetOH1ce，ｏＰ．ｃ〃.，ｐ、１７．
（６）Burbach,ＲａｎｄＰ・Flynn,AgribusinessintheAmericas，1980,ｐ､３４．
（７）大内力，現代アメリカ農業，1974,ppl32-134．
（８）Ｂｕｒｂａｃｈｅｔａ１．，０P．ｃが.，ｐ､２１．
（９）ＩＭＬ，ｐ､２６． 
（10）１ＭＪ.，ｐ､２３． 
（1981.7.25） 
（付記）
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